
規則番号 規     則     名 所  管  名 公 布 年 月 日 

規則第１０２号 
さいたま市市税条例施行規則等の一部を改

正する規則 
税 制 課 令和２年１１月５日 

規則第１０３号 
さいたま市立病院管理規則の一部を改正す

る規則 
病 院 総 務 課 令和２年１１月２４日 

規則第１０４号 
さいたま市児童福祉法施行細則の一部を改正

する規則 
障 害 支 援 課 令和２年１１月２６日 

規則第１０５号 

さいたま市会計年度任用職員の給与及び費

用弁償に関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

職 員 課 令和２年１１月３０日 

規則第１０６号 
さいたま市食品衛生法施行細則の一部を改正

する規則 
食品・医薬品安全課 令和２年１２月１４日 

規則第１０７号 
さいたま市旅館業法施行細則の一部を改正す

る規則 
生 活 衛 生 課 令和２年１２月１４日 

規則第１０８号 
さいたま市公衆浴場法施行細則の一部を改正

する規則 
生 活 衛 生 課 令和２年１２月１４日 

規則第１０９号 
さいたま市興行場法施行細則の一部を改正す

る規則 
生 活 衛 生 課 令和２年１２月１４日 

規則第１１０号 
さいたま市理容師法施行細則の一部を改正す

る規則 
生 活 衛 生 課 令和２年１２月１４日 

規則第１１１号 
さいたま市美容師法施行細則の一部を改正す

る規則 
生 活 衛 生 課 令和２年１２月１４日 

規則第１１２号 
さいたま市クリーニング業法施行細則の一部

を改正する規則 
生 活 衛 生 課 令和２年１２月１４日 

規則第１１３号 
さいたま市国民健康保険条例施行規則の一部

を改正する規則 
国民健康保険課 令和２年１２月１５日 

規則第１１４号 
さいたま市福祉事務所長事務委任規則の一部

を改正する規則 
福 祉 総 務 課 令和２年１２月２２日 

規則第１１５号 
さいたま市国民健康保険税条例施行規則の一

部を改正する規則 
国民健康保険課 令和２年１２月２３日 

規則第１１６号 
さいたま市介護保険条例施行規則の一部を改

正する規則 
介 護 保 険 課 令和２年１２月２３日 

規則第１１７号 
さいたま市後期高齢者医療に関する条例施行

規則の一部を改正する規則 
年 金 医 療 課 令和２年１２月２３日 

 



さいたま市規則第１０２号 

   さいたま市市税条例施行規則等の一部を改正する規則 

（さいたま市市税条例施行規則の一部改正） 

第１条 さいたま市市税条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第６４号）の一部 

を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を 

当該改正後部分に改める。 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
別表第２（第１２条の５関係） 別表第２（第１２条の５関係） 

市民税の減免 市民税の減免 

区分 減免の範囲 減免の

割合 

摘

要 

 ［略］ 

条例第４

７条第１

項第４号

に該当す

る場合 

１ 学生又は生徒

（所得税法第２

条第１項第３２

号に規定する勤

労学生をいう。 

）で、自己の勤

労に基づいて得

た事業所得、給

与所得、退職所

得又は雑所得（ 

以下「給与所得

等」という。）

を有するものの

うち、前年の合

計所得金額が７

５万円以下であ

り、かつ、前年

の合計所得金額

のうち給与所得

等以外の所得に

係る部分の金額

が１０万円以下

であるもの 

２ ［略］ 

［略

］ 

 

［

略

］ 

 

区分 減免の範囲 減免の

割合 

摘

要 

 ［略］ 

条例第４

７条第１

項第４号

に該当す

る場合 

１ 学生又は生徒

（所得税法第２

条第１項第３２

号に規定する勤

労学生をいう。 

）で、自己の勤

労に基づいて得

た事業所得、給

与所得、退職所

得又は雑所得（ 

以下「給与所得

等」という。）

を有するものの

うち、前年の合

計所得金額が６

５万円以下であ

り、かつ、前年

の合計所得金額

のうち給与所得

等以外の所得に

係る部分の金額

が１０万円以下

であるもの 

２ ［略］ 

 ［略 

］ 

 

［

略

］ 

   

 



  

様式第３９号（その１）（表）から様式第３９号（その２）までを次のように改 

める。



様式第３９号（その１）（別表第１関係）（表） 

年度分 市民税・県民税申告書 

（宛先）さいたま市長    年  月  日提出        

年 1 月 1 日の住所 
 

電 話 番 号 
自宅・勤務先・携帯 

 
現 住 所 同 上 個 人 番 号  

フ リ ガ ナ  職 業  

氏 名                                   世 帯 主 の 氏 名  

生 年 月 日  年   月   日生 世帯主との続柄  

「個人番号」欄には、個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２

条第５項に規定する個人番号をいう。）を記載してください。 
整 理 番 号  

３ 所得から差し引かれる金額に関する事項 

⑬社会保険料控除  

社会保険の種類 支払った保険料  

 

１ 

収 

入 

金 

額 

等 

事

業 

営業等 ア   

  農 業 イ   

  不動産 ウ   

  利 子 エ   

  配 当 オ   

  給 与 カ   

⑭小規模企業共済等掛金控除  

雑 

公的年金等 キ   

⑮生命保険料控除  

新生命保険料の計 旧生命保険料の計 業 務 ク   

  その他 ケ   

新個人年金保険料の計 旧個人年金保険料の計 
総
合
譲
渡

短 期 コ   

  長 期 サ   

介護医療保険料の計  

 

一 時 シ   

 

２ 

所 

得 

金 

額 

事 

業 

営業等 ①   

⑯地震保険料控除  
地震保険料の計 旧長期損害保険料の計 農 業 ②   

  不動産 ③   

⑰～⑲寡婦、ひとり

親、勤労学生控除 

⑰□ 寡婦控除 ⑱ 

□ ひとり親

控除 

⑲□ 勤労学生控除 利 子 ④   

□死別 □生死不明 
□離別 □未帰還 

（学校名） 

                   

配 当 ⑤   

給 与 ⑥   

⑳申告者本人が障害者の場合は、障

害の程度を記入してください。 
障害の程度 

手帳の種別  

雑 

公的年金等 ⑦   

等 級 級・度 業 務 ⑧   

 ～ 配偶者控除・配

偶者特別控除・同一生

計配偶者 

配偶者の氏名  ⑳障害の程度 級・度 その他 ⑨   

生年月日 ・ ・ 配偶者の合計所得金額  合計（⑦＋⑧＋⑨） ⑩   

個人番号  □ 同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く。）  総合譲渡・一時 ⑪   

 

扶
養
控
除 

（
１
６
歳
未
満
の
扶
養
親
族
を
含
む
。
） 

 

１ 
氏名  生年

月日 
・ ・ 同居・別居 続柄  

⑳障害 

の程度 級・度 

合計 ⑫   

個人番号  ４

所

得

か

ら

差

し

引

か

れ

る

金

額 

社会保険料控除 ⑬   

２ 
氏名  生年

月日 
・ ・ 同居・別居 続柄  

⑳障害 

の程度 級・度 

小規模企業共済等掛金控除 ⑭   

個人番号  生命保険料控除 ⑮   

３ 
氏名  生年

月日 
・ ・ 同居・別居 続柄  

⑳障害 

の程度 級・度 

地震保険料控除 ⑯   

個人番号  寡婦、ひとり親控除 ⑰～⑱   

４ 
氏名  生年

月日 
・ ・ 同居・別居 続柄  

⑳障害 

の程度 級・度 

 勤労学生、障害者控除 ⑲～⑳   

個人番号   配偶者（特別）控除  ～    
別居の扶養親族等がいる場合には、裏面「１０」に氏名及び住所を記入してください。 
 

 扶養控除     

 雑損控除 

損害の原因 損害年月日 損害を受けた資産の種類  基礎控除     

・ ・   ⑬から までの計     

損害金額 保険金などで補填される金額 差引損失額のうち災害関連支出の金額  雑損控除     

   医療費控除
 区分 □     

 医療費控除 
支払った医療費等 保険金などで補填される金額  合計（ ＋ ＋ ）

 
    

        

６ 事業専従者に関する事項  地方税法附則第４条の４の規定の適用を選択する

場合には、「医療費控除」欄の「区分」の□に「

１」と記入してください。 

氏 名 生年月日 個人番号 続柄 従事月数 専従者給与（控除）額  

  ・ ・   月  

  ・ ・   月  

所得税における青色申告の承認の有無  承認あり・承認なし 専従者給与（控除）額の合計額   ５ 給与・公的年金等 

 に係る所得以外（６ 

 ５歳未満の方は給与 

 所得以外）の市民税 

 ・県民税の納税方法 

  

□給与から差引き 

（特別徴収） 

□自分で納付 

（普通徴収） 

７ 寄附金に関する事項   

都道府県、市区町村分（特例控除対象） 寄附先    

埼玉県共同募金会、日本赤十字社埼玉県支部・都道府県、市区町村分（特例控除対象以外）    

条例指定分 
埼玉県 寄附先    

さいたま市 寄附先    

支出した寄附金に応じて、各欄にそれぞれ寄附した金額を記入してください。ただし、認定特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活

動法人以外の特定非営利活動法人に対する寄附金については、上欄に記入せず、別途「寄附金税額控除申告書（二）」を提出してください。 



様式第３９号（その１）（別表第１関係）（裏） 
８ 月別給与収入等記載欄 

給与収入のある方で、源泉徴収票のない方は、月別 
の収入金額等を記入してください。 

 14 所得がなかった方の記載欄（該当するものに○をして必要事項を記入してくださ

い。） 
① 次の方の扶養になっていた、又は援助を受けていた。 

 同居  ・  別居（別居の場合は住所を記入してください。） 

 住所                                 

 氏名            あなたとの続柄              
 
 
〈上記の方が単身赴任の場合、次の項目にも記入してください。〉 

月 日給 勤務日数 収入金額  

1  日  

2       

3       

4       

5       

6        単身赴任の期間   年   月から   年   月まで（予定）   

7       前年所得種類及び合計所得金額 所得   

8    
さいたま市内の家屋の使用状況 

A 家族が住んでいる(持家や貸家) 
B 間借りしている 

 

9       

10    ② 学生・生徒で収入がなかった。（前年１２月３１日の現況） 

 大学・大学院  短大  専門学校  その他         年卒業予定 

③ 雇用保険（失業保険）・労災保険等を受給していた。（現在も受給中） 

 受給期間      年       月から     年     月まで 

④ 遺族年金・傷病手当金等で生活していた。 

遺族年金・傷病手当金・障害年金・その他（    ） 

（障害者控除を申告される方は、表面の「障害の程度」欄にも記入してくだ 
さい。） 

 年間受給金額                             

⑤ 生活保護法による生活扶助を受けていた。（現在も受けている。） 

 受給期間     年       月から     年     月まで 

⑥ その他（貯金を取りくずしていた等生活状況を記入してください。） 

11       

12       

賞与（ボーナス）等  

合 計  

勤 務 先 所 在 地  

勤 務 先 名 称  

電 話 番 号  

勤 務 し た 期 間      月 ～     月 

 
９ 雑所得（公的年金等以外）に関する事項 

種 目 所得の生じる場所 収入金額 必要経費 

    

    

     

10 別居の扶養親族等に関する事項  

ここに必要事項を記入してください。（氏名、住所） 
 15 特定配当等に係る所得金額又は特定株式等譲渡所得金額に関する事項 
 特定配当等に係る所得金額、特定株式等譲渡所得金額（配当割、株式等譲渡所得割が

特別徴収されている所得）について、所得税とは異なる課税方式を選択する場合には、

「所得税とは異なる課税方式を選択」の欄の□にチェックしてください。なお、これら

の所得金額を申告不要とする場合には、それぞれについて「申告不要を選択」の欄の□

にチェックしてください。 
特定配当等に係る所得金額、特定株式等譲渡所得金額を合計所得金額に含め、配当割

額又は株式等譲渡所得割額の控除を受けようとする場合は、下の各欄に配当割額控除額

及び株式等譲渡所得割額控除額を記入してください。 

 

 
 

11 表面に書ききれなかった「扶養親族」 
 

 

□ 所得税とは異なる課税方式を選択  
ここに必要事項を記入してください。（氏名、生年月日、 
続柄、個人番号等） 

特定配当等に係る

所得金額 
□ 申告不要を

選択 

 
配当割額控除額 

円 

 
 

特定株式等譲渡所

得金額 
□ 申告不要を

選択  

株式等譲渡所得割 
額控除額 

円 

 

     （注） 

16 事業税に関する事項 

 非課税所得

など 
 

損益通算の特例

適用前の不動産

所得  

事業用 資

産の譲 渡

損失など 

資 産 の

種類 

損失額・被災損失

額(白) 
 

  

前年中の開

廃業月日 
月  日 

開

・ 
廃 

事 業 所

所 在 地 

  

 

 （注） 

12 総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項 17 さいたま市以外の市区町村に勤

務先より給与支払報告書を提出済

みの方  A 収入金額 B 必要経費 C 差引(A－B) D 特別控除額 所得金額(C－D) 

総合

譲渡 
短期    

 
イ 勤務先所在地  

長期    ロ   勤 務 先 名 称  
一時     ハ  電 話 番 号  

（注） ニ＝イ＋〔（ロ＋ハ）

×1/2〕 

勤務先へ報告

している住所 
 

13 所得金額調整控除に関する事項     

氏名  続柄 特別障害者に該当する場合 
級・度 

税理士 
署名押印                
電話番号 生年月日  別居の場合の住所 

個人番号  

 



様式第３９号（その１）別表（別表第１関係） 

 （宛先）さいたま市長 
別表 

            年度分 市民税・県民税申告書（分離課税等用） 

  
年 月 日 

提 出   

  整理番号   
フ リ ガ ナ   生 年 月 日 

氏 名 印 年 月 日 電話番号  

 年1月1日
の住所 

さいたま市 個人番号  

「個人番号」欄には、個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規

定する個人番号をいう。）を記載してください。 
この申告書（分離課税等用）は、市民税・県民税申
告書と一緒に提出してください。  

２ 分離課税の短期・長期譲渡所得に関する事項            (円)   （円） 

区分 所得の生じる場所 必要経費 差引金額（収入金
額－必要経費） 特別控除額 

１ 

収

入

金

額 

短
期
譲
渡 

一 般 分 ス   

          軽 減 分 セ   

          

長
期
譲
渡 

一 般 の 譲 渡 ソ   

          優良住宅地等に
係 る 譲 渡 

タ   

          居住用財産の 
譲 渡 チ   

          
一般株式等の譲渡 ツ   

          上場株式等の譲渡 テ   

  特例適用条文   上場株式等の配当等 ト   

３ 株式等の譲渡等・先物取引に係る所得に関する事項        （円） 先 物 取 引 ナ   

所得の種類 種 目 必要経費 

５ 

所

得

金

額 

短
期
譲
渡 

一 般 分     

  事業 譲渡 雑   軽 減 分     

  事業 譲渡 雑   

長
期
譲
渡 

一 般 の 譲 渡     

  事業 譲渡 雑   優良住宅地等に
係 る 譲 渡     

  
特例適用条文   居住用財産の 

譲 渡 
  

  

４ 上場株式等の配当所得等に関する事項              （円） 
一般株式等の譲渡   

  

所得の生じる場所 支払確定年月 収入金額 
配当所得に係る 
負債の利子 上場株式等の譲渡   

  

  ・     
上場株式等の配当等     

  ・     

先 物 取 引   

  

  ・     

６ 特定支出控除の適用がある場合の給与所得に関する事項        （円） 

A給与収入金額 B特定支出の金額の合計額 
所得金額＝Ａ－｛給与所得控除額＋（Ｂ－
給与所得控除額の１／２）｝ 

（ただし赤字の場合は０） 

      

7 山林所得・退職所得に関する事項                                          （円） 

山 林 
Ａ収入金額 Ｂ必要経費 Ｃ特別控除額 Ｄ青色申告特別控除額 所得金額（Ａ－Ｂ－Ｃ－Ｄ）

          

退 職 
Ａ収入金額 勤続年数 退職の区分 Ｂ退職所得控除額 Ｃ差引（Ａ－Ｂ） 所得金額（Ｃ×１／２） 

  年 
（ 年 月間） 

□ 一般 
□ 障害 

      

 



様式第３９号（その２）（別表第１関係） 

年度分 市民税・県民税申告書（事務所・事業所・家屋敷用）                         

（宛先）さいたま市長    年  月  日提出 

年 1 月 1 日の 

住所 

 
電 話 番 号 

自宅・勤務先・携帯 

 

現 住 所  個 人 番 号  

フ リ ガ ナ  職 業  

氏 名                                     世 帯 主 の 氏 名  

生 年 月 日    年   月   日生 世帯主との続柄  

 整 理 番 号  

  

政 令 指 定 都 市 で あ る さ い た ま 市 で は 、 区 を 一 つ の 市 と し て 取 扱 う こ と と さ れ て い る (地 方 税 法 第 ７ ３ ７ 条 )こ と か ら 、

事 務 所 ・ 事 業 所 又 は 家 屋 敷 (以 下 「 事 務 所 等 」 と い い ま す 。 )に 係 る 課 税 は 、 さ い た ま 市 の 区 内 に 実 際 に 住 ん で い な く て

も 、 そ の 年 の １ 月 １ 日 現 在 、 そ の 区 に 事 務 所 等 を 有 し 、 か つ 前 年 中 に 一 定 の 所 得 が あ っ た 方 は 、 地 方 税 法 (第 ２ ４ 条 第 １

項 第 ２ 号 ・ 第 ２ ９ ４ 条 第 １ 項 第 ２ 号 )の 規 定 に よ り そ の 事 務 所 等 の あ る 区 に よ り 均 等 割 (   円 )が 課 税 さ れ ま す 。  

 つ き ま し て は 、 裏 面 の 「 申 告 書 の 書 き 方 」 を ご 参 考 の 上 、 こ の 申 告 書 を 作 成 し 、 お 早 め に 提 出 し て く だ さ い ま す よ う

お 願 い し ま す 。 (郵 送 で の 提 出 の 場 合 に は 、 同 封 の 返 信 用 封 筒 を ご 利 用 く だ さ い 。 ) 

 

１  さいたま市内に有している事務所・事業所又は家屋敷について （該当するものに○をして必要事項を記入してください。） 

事務所・事業所（店舗／工場等） 家 屋 敷  

所

在

地 

さいたま市  区 所

在

地 

さいたま市  区 

電話番号  電 話 番 号   

屋号（名称）  使 用 状 況 （ １ 月 １ 日 現 在 ）  

Ａ  家 族 が 住 ん で い る (持 家 や 貸 家 ) 

Ｂ  別 荘 ・ 別 宅  

Ｃ  他 の 方 に 貸 し て い る  

Ｄ  間 借 り し て い る  

Ｅ  居 住 し て い な い  

  (ⅰ )現 在 、 住 ん で い な い が 居 住 で き る 状 態  

  (ⅱ )全 く 居 住 で き な い 状 態 (廃 屋 、 取 壊 し 等 ) 

職（業）種  

使 用 状 況 （ １ 月 １ 日 現 在 ）  

Ａ  使 用 し て い る  

Ｂ  使 用 し て い な い  

Ｃ  一 時 的 に 使 用    月 か ら    月 ま で  

Ｄ  廃 業 （   年   月 ）  

Ｅ  法 人 成 り （   年   月 ）  

 

２  前 年 中 の 所 得 金 額 等 に つ い て  (源 泉 徴 収 票 の 添 付 は 必 要 あ り ま せ ん 。 ) 

給与所得 収入金額  給与所得金額  

給与所得以外 
種目 所得 所得金額  

種目 所得 所得金額  

同一生計配

偶者又は扶

養親族 

氏名 続柄 個人番号 生年月日 
合計所得金額 

 

   年  月  日 

   年  月  日   

   年  月  日 本人該当項目（該当するものに○をしてください。） 

   年  月  日 障害者（特別・普通）   寡婦    ひとり親 

未成年者    年  月  日 

 

 
 

税理士 
署名押印                         
電話番号 

 
  

３  勤 務 先 よ り 給 与 支 払 報 告 書 を 提 出 済 み の 方   ４  単 身 赴 任 中 の 方  

勤務先所在地   単身赴任の期間 

    年   月から    年    月まで（予定） 名    称   

電 話 番 号    

５  税務署へ確定申告書を提出済みの方又は提出予定の方 

提出先 

  税務署 

提出日・提出予定日 

年 月 日 

確定申告書に記載した住所 



 （さいたま市市税条例施行規則の一部を改正する規則の一部改正） 

第２条 さいたま市市税条例施行規則の一部を改正する規則（令和２年さいたま市規

則第９１号）の一部を次のように改正する。 

様式第９号（裏）、様式第９号の２（裏）及び様式第９号の３（裏）の改正を次 

のように改める。 

様式第９号（別表第１関係）（裏） 様式第９号（別表第１関係）（裏） 

［

略］ 
  ［略］ 

延滞金 
  納期限の翌日から納付（ 
納入）の日までの期間の日

数に応じ、税額又は納入金

額（１，０００円未満の端

数があるとき、又はその全

額が２，０００円未満であ

るときは、その端数金額又

は全額を切り捨てます。）

に年１４．６パーセント（ 
納期限の翌日から１月を経

過する日までの期間につい

ては、年７．３パーセント 
）の割合（平成１２年１月

１日から平成２５年１２月

３１日までの期間について

は、当該期間の属する各年

の前年の１１月３０日を経

過する時における日本銀行

法第１５条第１項第１号の

規定により定められる商業

手形の基準割引率に年４パ

ーセントの割合を加算した

割合が年７．３パーセント 
の割合に満たない場合には、

その年中においては、年７ 
．３パーセントの割合にあ

っては、当該商業手形の基 
準割引率に年４パーセント

の割合を加算した割合とし

ます。平成２６年１月１日

から令和２年１２月３１日

までの期間については、当

該期間の属する各年の前年

に所得税法等の一部を改正

する法律（令和２年法律第

８号）による改正前の租税

特別措置法第９３条第２項

の規定により告示された割 

 ［

略］ 
  ［略］ 

延滞金 
  納期限までに税金を完納

されないときは、その翌日

から税金完納の日までの期

間の日数に応じ、税額（１ 
，０００円未満の端数があ

るとき又はその金額が２， 
０００円未満であるときは、

その端数金額又は全額を切

り捨てます。）に年１４．

６パーセント（納期限の翌

日から１箇月を経過する日

までの期間については、年

７．３パーセント）の割合

（当該期間の属する各年の

前年に租税特別措置法第９

３条第２項の規定により告

示された割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合

（以下「特例基準割合」と

いう。）が年７．３パーセ

ントの割合に満たない場合

には、その年（以下「特例

基準割合適用年」という。 
）中においては、年１４．

６パーセントの割合にあっ

ては当該特例基準割合適用

年における特例基準割合に

年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７ 
．３パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合に

年１パーセントの割合を加

算した割合（当該加算した

割合が年７．３パーセント

の割合を超える場合には、

年７．３パーセントの割合 
）とします。）を乗じて計

算した金額に相当する延滞 

 



  合に年１パーセントの割合

を加算した割合（以下「特

例基準割合」という。）が

年７．３パーセントの割合

に満たない場合には、その

年（以下「特例基準割合適

用年」という。）中におい

ては、年１４．６パーセン

トの割合にあっては当該特

例基準割合適用年における

特例基準割合に年７．３パ

ーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセ

ントの割合にあっては当該

特例基準割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合

（当該加算した割合が年７ 
．３パーセントの割合を超

える場合には、年７．３パ 
ーセントの割合）とします。

令和３年１月１日以後の期

間については、当該期間の

属する各年の租税特別措置

法第９３条第２項に規定す

る平均貸付割合に年１パー

セントの割合を加算した割

合（以下「延滞金特例基準

割合」という。）が年７．

３パーセントの割合に満た

ない場合には、その年中に

おいては、年１４．６パー

セントの割合にあってはそ

の年における延滞金特例基

準割合に年７．３パーセン

トの割合を加算した割合と

し、年７．３パーセントの

割合にあっては当該延滞金

特例基準割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合

（当該加算した割合が年７ 
．３パーセントの割合を超

える場合には、年７．３パ 
ーセントの割合）とします。

）を乗じて計算した金額。

この場合における年当たり

の割合は、閏
じゅん

年の日を含む

期間についても、３６５日

当たりの割合です。 

 

 

 

  金額が加算されます。この

場合における年当たりの割

合は、閏年の日を含む期間

についても、３６５日当た

りの割合です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

様式第９号の２（別表第１関係）（裏） 様式第９号の２（別表第１関係）（裏） 



［略

］ 
 ［略］ 
延滞金 
  納期限の翌日から納

付（納入）の日までの

期間の日数に応じ、税

額又は納入金額（１，

０００円未満の端数が 
あるとき、又はその全

額が２，０００円未満

であるときは、その端

数金額又は全額を切り

捨てます。）に年１４ 
．６パーセント（納期

限の翌日から１月を経

過する日までの期間に

ついては、年７．３パ

ーセント）の割合（平

成１２年１月１日から

平成２５年１２月３１

日までの期間について

は、当該期間の属する

各年の前年の１１月３

０日を経過する時にお

ける日本銀行法第１５

条第１項第１号の規定

により定められる商業

手形の基準割引率に年

４パーセントの割合を

加算した割合が年７．

３パーセントの割合に

満たない場合には、そ

の年中においては、年

７．３パーセントの割

合にあっては、当該商

業手形の基準割引率に

年４パーセントの割合

を加算した割合としま

す。平成２６年１月１

日から令和２年１２月 
３１日までの期間につ

いては、当該期間の属

する各年の前年に所得

税法等の一部を改正す

る法律（令和２年法律

第８号）による改正前

の租税特別措置法第９

３条第２項の規定によ

り告示された割合に年

１パーセントの割合を

加算した割合（以下「 

［略

］ 

  

［略

］ 
 ［略］ 
延滞金 
  納期限までに税金を

完納されないときは、

その翌日から税金完納

の日までの期間の日数 
に応じ、税額（１，０

００円未満の端数があ

るとき又はその金額が

２，０００円未満であ

るときは、その端数金

額又は全額を切り捨て

ます。）に年１４．６

パーセント（納期限の

翌日から１箇月を経過

する日までの期間につ

いては、年７．３パー

セント）の割合（当該

期間の属する各年の前

年に租税特別措置法第

９３条第２項の規定に

より告示された割合に

年１パーセントの割合

を加算した割合（以下

「特例基準割合」とい

う。）が年７．３パー

セントの割合に満たな

い場合には、その年（ 
以下「特例基準割合適

用年」という。）中に

おいては、年１４．６

パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割

合適用年における特例

基準割合に年７．３パ

ーセントの割合を加算

した割合とし、年７．

３パーセントの割合に

あっては当該特例基準 
割合に年１パーセント

の割合を加算した割合

（当該加算した割合が

年７．３パーセントの 
割合を超える場合には、 
年７．３パーセントの

割合）とします。）を

乗じて計算した金額に

相当する延滞金額が加

算されます。この場合

における年当たりの割 

［略

］ 



 特例基準割合」という。 
）が年７．３パーセン

トの割合に満たない場

合には、その年（以下

「特例基準割合適用年 
」という。）中におい

ては、年１４．６パー 
セントの割合にあって

は当該特例基準割合適

用年における特例基準

割合に年７．３パーセ

ントの割合を加算した

割合とし、年７．３パ

ーセントの割合にあっ

ては当該特例基準割合

に年１パーセントの割

合を加算した割合（当

該加算した割合が年７ 
．３パーセントの割合

を超える場合には、年

７．３パーセントの割

合）とします。令和３

年１月１日以後の期間

については、当該期間

の属する各年の租税特

別措置法第９３条第２

項に規定する平均貸付

割合に年１パーセント

の割合を加算した割合

（以下「延滞金特例基

準割合」という。）が

年７．３パーセントの

割合に満たない場合に

は、その年中において

は、年１４．６パーセ

ントの割合にあっては

その年における延滞金

特例基準割合に年７．

３パーセントの割合を

加算した割合とし、年 
７．３パーセントの割

合にあっては当該延滞

金特例基準割合に年１

パーセントの割合を加

算した割合（当該加算

した割合が年７．３パ

ーセントの割合を超え

る場合には、年７．３

パーセントの割合）と

します。）を乗じて計 

  合は、閏年の日を含む

期間についても、３６ 
５日当たりの割合です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 



 算した金額。この場合

における年当たりの割

合は、閏
じゅん

年の日を含む

期間についても、３６ 
５日当たりの割合です。 

 

 

  
 
 
 
 

 

 

  

様式第９号の３（別表第１関係）（裏） 様式第９号の３（別表第１関係）（裏） 

 ［略］ 
延滞金 
  納期限の翌日から納付（ 
納入）の日までの期間の日

数に応じ、税額又は納入金

額（１，０００円未満の端

数があるとき、又はその全

額が２，０００円未満であ

るときは、その端数金額又

は全額を切り捨てます。）

に年１４．６パーセント（ 
納期限の翌日から１月を経

過する日までの期間につい

ては、年７．３パーセント 
）の割合（平成１２年１月

１日から平成２５年１２月

３１日までの期間について

は、当該期間の属する各年

の前年の１１月３０日を経

過する時における日本銀行

法第１５条第１項第１号の

規定により定められる商業

手形の基準割引率に年４パ

ーセントの割合を加算した

割合が年７．３パーセント 
の割合に満たない場合には、

その年中においては、年７ 
．３パーセントの割合にあ

っては、当該商業手形の基

準割引率に年４パーセント

の割合を加算した割合とし

ます。平成２６年１月１日

から令和２年１２月３１日

までの期間については、当

該期間の属する各年の前年

に所得税法等の一部を改正

する法律（令和２年法律第

８号）による改正前の租税

特別措置法第９３条第２項

の規定により告示された割

合に年１パーセントの割合

を加算した割合（以下「特

例基準割合」という。）が 

 ［略］   ［略］ 
延滞金 
  納期限までに税金を完納

されないときは、その翌日

から税金完納の日までの期

間の日数に応じ、税額（１ 
，０００円未満の端数があ

るとき又はその金額が２， 
０００円未満であるときは、

その端数金額又は全額を切

り捨てます。）に年１４．

６パーセント（納期限の翌

日から１箇月を経過する日

までの期間については、年

７．３パーセント）の割合

（当該期間の属する各年の

前年に租税特別措置法第９

３条第２項の規定により告

示された割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合

（以下「特例基準割合」と

いう。）が年７．３パーセ

ントの割合に満たない場合

には、その年（以下「特例

基準割合適用年」という。 
）中においては、年１４．

６パーセントの割合にあっ

ては当該特例基準割合適用

年における特例基準割合に

年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７ 
．３パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合に

年１パーセントの割合を加

算した割合（当該加算した

割合が年７．３パーセント

の割合を超える場合には、

年７．３パーセントの割合 
）とします。）を乗じて計

算した金額に相当する延滞

金額が加算されます。この

場合における年当たりの割

合は、閏年の日を含む期間 

 ［略］  



年７．３パーセントの割合

に満たない場合には、その

年（以下「特例基準割合適

用年」という。）中におい

ては、年１４．６パーセン

トの割合にあっては当該特

例基準割合適用年における

特例基準割合に年７．３パ

ーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセ

ントの割合にあっては当該

特例基準割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合

（当該加算した割合が年７ 
．３パーセントの割合を超

える場合には、年７．３パ 
ーセントの割合）とします。

令和３年１月１日以後の期

間については、当該期間の

属する各年の租税特別措置

法第９３条第２項に規定す

る平均貸付割合に年１パー

セントの割合を加算した割

合（以下「延滞金特例基準

割合」という。）が年７．

３パーセントの割合に満た

ない場合には、その年中に

おいては、年１４．６パー

セントの割合にあってはそ

の年における延滞金特例基

準割合に年７．３パーセン

トの割合を加算した割合と

し、年７．３パーセントの

割合にあっては当該延滞金

特例基準割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合

（当該加算した割合が年７ 
．３パーセントの割合を超

える場合には、年７．３パ 
ーセントの割合）とします。

）を乗じて計算した金額。

この場合における年当たり 

  

の割合は、閏
じゅん

年の日を含む

期間についても、３６５日

当たりの割合です。 

  

   
 

についても、３６５日当た

りの割合です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

様式第４１号（１）（裏）の改正を次のように改める。 

様式第４１号（１）（別表第１関係）（裏） 様式第４１号（１）（別表第１関係）（裏） 

１～３ ［略］ 
 

１～３ ［略］ 
 



４ 延滞金 
  納期限までに税金を完納されないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき、又はその全額が２，０００円

未満であるときは、その端数金額又は全額

を切り捨てます。）に年１４．６パーセン

ト（納期限の翌日から１月を経過する日ま

での期間については、年７．３パーセント 
）の割合（当該期間の属する各年の租税特

別措置法第９３条第２項に規定する平均貸

付割合に年１パーセントの割合を加算した 
割合（以下「延滞金特例基準割合」という。

）が年７．３パーセントの割合に満たない

場合には、その年中においては、年１４．

６パーセントの割合にあってはその年にお

ける延滞金特例基準割合に年７．３パーセ

ントの割合を加算した割合とし、年７．３

パーセントの割合にあっては当該延滞金特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算

した割合（当該加算した割合が年７．３パ

ーセントの割合を超える場合には、年７．

３パーセントの割合）とします。）を乗じ

て計算した金額に相当する延滞金額が加算

されます。この場合における年当たりの割

合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、３

６５日当たりの割合です。 
延滞金額に１００円未満の端数があると 

き、又はその全額が１，０００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てます。 
 
５ ［略］ 

 

４ 延滞金 
  納期限までに税金を完納されないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき、又はその全額が２，０００円

未満であるときは、その端数金額又は全額

を切り捨てます。）に年１４．６パーセン

ト（納期限の翌日から１箇月を経過する日

までの期間については、年７．３パーセン

ト）の割合（当該期間の属する各年の前年

に租税特別措置法第９３条第２項の規定に

より告示された割合に年１パーセントの割

合を加算した割合（以下「特例基準割合」

という。）が年７．３パーセントの割合に

満たない場合には、その年（以下「特例基

準割合適用年」という。）中においては、

年１４．６パーセントの割合にあっては当

該特例基準割合適用年における特例基準割

合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合に年１パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合

が年７．３パーセントの割合を超える場合

には、年７．３パーセントの割合）としま

す。）を乗じて計算した金額に相当する延

滞金額が加算されます。この場合における

年当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間に

ついても、３６５日当たりの割合です。 
延滞金額に１００円未満の端数があると

き、又はその全額が１，０００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てます。 
５ ［略］ 

 

様式第４２号（１）（裏）の改正を次のように改める。 

様式第４２号（１）（別表第１関係）（裏） 
１～３ ［略］ 
４ 延滞金 
  納期限までに税金を完納されないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき、又はその全額が２，０００円

未満であるときは、その端数金額又は全額

を切り捨てます。）に年１４．６パーセン 
ト（納期限の翌日から１月を経過する日ま

での期間については、年７．３パーセント 
）の割合（当該期間の属する各年の租税特

別措置法第９３条第２項に規定する平均貸

付割合に年１パーセントの割合を加算した 
 

様式第４２号（１）（別表第１関係）（裏） 
１～３ ［略］ 
４ 延滞金 
  納期限までに税金を完納されないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき、又はその全額が２，０００円

未満であるときは、その端数金額又は全額

を切り捨てます。）に年１４．６パーセン 
ト（納期限の翌日から１箇月を経過する日

までの期間については、年７．３パーセン

ト）の割合（当該期間の属する各年の前年

に租税特別措置法第９３条第２項の規定に

より告示された割合に年１パーセントの割 
 



割合（以下「延滞金特例基準割合」という。

）が年７．３パーセントの割合に満たない

場合には、その年中においては、年１４．

６パーセントの割合にあってはその年にお

ける延滞金特例基準割合に年７．３パーセ

ントの割合を加算した割合とし、年７．３

パーセントの割合にあっては当該延滞金特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算

した割合（当該加算した割合が年７．３パ

ーセントの割合を超える場合には、年７．

３パーセントの割合）とします。）を乗じ

て計算した金額に相当する延滞金額が加算

されます。この場合における年当たりの割

合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、３

６５日当たりの割合です。 
延滞金額に１００円未満の端数があると

き、又はその全額が１，０００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てます。 
 
５ ［略］ 

 

合を加算した割合（以下「特例基準割合」

という。）が年７．３パーセントの割合に

満たない場合には、その年（以下「特例基

準割合適用年」という。）中においては、

年１４．６パーセントの割合にあっては当

該特例基準割合適用年における特例基準割

合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合に年１パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合

が年７．３パーセントの割合を超える場合

には、年７．３パーセントの割合）としま

す。）を乗じて計算した金額に相当する延

滞金額が加算されます。この場合における

年当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間に

ついても、３６５日当たりの割合です。 
延滞金額に１００円未満の端数があると

き、又はその全額が１，０００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てます。 
５ ［略］ 

 

様式第６６号（１）（裏）の改正を次のように改める。 

様式第６６号（１）（別表第１関係）（裏） 
１～３ ［略］ 
４ 延滞金 
  納期限までに税金を完納されないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき、又はその全額が２，０００円

未満であるときは、その端数金額又は全額

を切り捨てます。）に年１４．６パーセン

ト（納期限の翌日から１月を経過する日ま

での期間については、年７．３パーセント 
）の割合（当該期間の属する各年の租税特

別措置法第９３条第２項に規定する平均貸

付割合に年１パーセントの割合を加算した 
割合（以下「延滞金特例基準割合」という。

）が年７．３パーセントの割合に満たない

場合には、その年中においては、年１４．

６パーセントの割合にあってはその年にお

ける延滞金特例基準割合に年７．３パーセ

ントの割合を加算した割合とし、年７．３

パーセントの割合にあっては当該延滞金特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算

した割合（当該加算した割合が年７．３パ

ーセントの割合を超える場合には、年７．

３パーセントの割合）とします。）を乗じ

て計算した金額に相当する延滞金額が加算 
 

様式第６６号（１）（別表第１関係）（裏） 
１～３ ［略］ 
４ 延滞金 
  納期限までに税金を完納されないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき、又はその全額が２，０００円

未満であるときは、その端数金額又は全額

を切り捨てます。）に年１４．６パーセン

ト（納期限の翌日から１箇月を経過する日

までの期間については、年７．３パーセン 
ト）の割合（当該期間の属する各年の前年

に租税特別措置法第９３条第２項の規定に

より告示された割合に年１パーセントの割

合を加算した割合（以下「特例基準割合」

という。）が年７．３パーセントの割合に

満たない場合には、その年（以下「特例基

準割合適用年」という。）中においては、

年１４．６パーセントの割合にあっては当

該特例基準割合適用年における特例基準割

合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合に年１パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合

が年７．３パーセントの割合を超える場合

には、年７．３パーセントの割合）としま 
 



されます。この場合における年当たりの割

合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、３

６５日当たりの割合です。 
延滞金額に１００円未満の端数があると

き、又はその全額が１，０００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てます。 
 
５ ［略］ 

 

す。）を乗じて計算した金額に相当する延

滞金額が加算されます。この場合における

年当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間に

ついても、３６５日当たりの割合です。 
延滞金額に１００円未満の端数があると

き、又はその全額が１，０００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てます。 
５ ［略］ 

 

様式第８０号（裏）及び様式第８１号（裏）の改正を次のように改める。 

様式第８０号（別表第１関係）（裏） 様式第８０号（別表第１関係）（裏） 
［略］ 

１・２ ［略］ 
３ 延滞金 
  納期限までに税金を完納されないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき、又はその全額が２，０００円

未満であるときは、その端数金額又は全額

を切り捨てます。）に年１４．６パーセン

ト（納期限の翌日から１月を経過する日ま

での期間については、年７．３パーセント 
）の割合（当該期間の属する各年の租税特

別措置法第９３条第２項に規定する平均貸

付割合に年１パーセントの割合を加算した 
割合（以下「延滞金特例基準割合」という。

）が年７．３パーセントの割合に満たない

場合には、その年中においては、年１４．

６パーセントの割合にあってはその年にお

ける延滞金特例基準割合に年７．３パーセ

ントの割合を加算した割合とし、年７．３

パーセントの割合にあっては当該延滞金特 
例基準割合に年１パーセントの割合を加算

した割合（当該加算した割合が年７．３パ

ーセントの割合を超える場合には、年７．

３パーセントの割合）とします。）を乗じ

て計算した金額に相当する延滞金額が加算

されます。この場合における年当たりの割

合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、３

６５日当たりの割合です。 
延滞金額に１００円未満の端数があると

き、又はその全額が１，０００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てます。 
 

４ ［略］ 
［略］ 

 

［略］ 
１・２ ［略］ 
３ 延滞金 
  納期限までに税金を完納されないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき、又はその全額が２，０００円

未満であるときは、その端数金額又は全額

を切り捨てます。）に年１４．６パーセン

ト（納期限の翌日から１箇月を経過する日

までの期間については、年７．３パーセン

ト）の割合（当該期間の属する各年の前年

に租税特別措置法第９３条第２項の規定に

より告示された割合に年１パーセントの割

合を加算した割合（以下「特例基準割合」

という。）が年７．３パーセントの割合に

満たない場合には、その年（以下「特例基

準割合適用年」という。）中においては、

年１４．６パーセントの割合にあっては当

該特例基準割合適用年における特例基準割

合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合に年１パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合

が年７．３パーセントの割合を超える場合

には、年７．３パーセントの割合）としま

す。）を乗じて計算した金額に相当する延

滞金額が加算されます。この場合における

年当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間に

ついても、３６５日当たりの割合です。 
延滞金額に１００円未満の端数があると

き、又はその全額が１，０００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てます。 
４ ［略］ 
 ［略］ 

 

  



様式第８１号（別表第１関係）（裏） 様式第８１号（別表第１関係）（裏） 

［略］ 
１・２ ［略］ 
３ 延滞金 
  納期限までに税金を完納されないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき、又はその全額が２，０００円

未満であるときは、その端数金額又は全額

を切り捨てます。）に年１４．６パーセン

ト（納期限の翌日から１月を経過する日ま

での期間については、年７．３パーセント 
）の割合（当該期間の属する各年の租税特

別措置法第９３条第２項に規定する平均貸

付割合に年１パーセントの割合を加算した 
割合（以下「延滞金特例基準割合」という。

）が年７．３パーセントの割合に満たない

場合には、その年中においては、年１４．

６パーセントの割合にあってはその年にお

ける延滞金特例基準割合に年７．３パーセ

ントの割合を加算した割合とし、年７．３

パーセントの割合にあっては当該延滞金特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算

した割合（当該加算した割合が年７．３パ

ーセントの割合を超える場合には、年７．

３パーセントの割合）とします。）を乗じ

て計算した金額に相当する延滞金額が加算

されます。この場合における年当たりの割

合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、３

６５日当たりの割合です。 
延滞金額に１００円未満の端数があると

き、又はその全額が１，０００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てます。 
 
４ ［略］ 

 

［略］ 
１・２ ［略］ 
３ 延滞金 
  納期限までに税金を完納されないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき、又はその全額が２，０００円

未満であるときは、その端数金額又は全額

を切り捨てます。）に年１４．６パーセン

ト（納期限の翌日から１箇月を経過する日

までの期間については、年７．３パーセン

ト）の割合（当該期間の属する各年の前年

に租税特別措置法第９３条第２項の規定に

より告示された割合に年１パーセントの割

合を加算した割合（以下「特例基準割合」

という。）が年７．３パーセントの割合に

満たない場合には、その年（以下「特例基

準割合適用年」という。）中においては、

年１４．６パーセントの割合にあっては当

該特例基準割合適用年における特例基準割

合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合に年１パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合

が年７．３パーセントの割合を超える場合

には、年７．３パーセントの割合）としま

す。）を乗じて計算した金額に相当する延

滞金額が加算されます。この場合における

年当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間に

ついても、３６５日当たりの割合です。 
延滞金額に１００円未満の端数があると

き、又はその全額が１，０００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てます。 
４ ［略］ 

 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年１月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布の 

日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後のさいたま市市税条例施行規則様式第３９号（その１ 

）（表）から様式第３９号（その２）までの規定は、令和３年度以後の年度分の個



人の市民税について適用し、令和２年度分までの個人の市民税については、なお従

前の例による。 

 



 

 

さいたま市規則第１０３号 

   さいたま市立病院管理規則の一部を改正する規則 

 さいたま市立病院管理規則（平成１３年さいたま市規則第１４５号）の一部を次の

ように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

   改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

   改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

   改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （組織）  （組織） 

第２条 病院の業務を処理するため、次に掲げる部、

課、室、係、科及びセンターを置く。 

第２条 病院の業務を処理するため、次に掲げる部、

課、室、係、科及びセンターを置く。 

   ［略］    ［略］ 

   診療部    診療部 

   内科 消化器内科 呼吸器内科 脳神経内科

 循環器内科 小児科 一般・血管外科 消化

器外科 呼吸器外科 整形外科 脳神経外科 

心臓血管外科 小児外科 皮膚科 形成外科 

泌尿器科 産婦人科 眼科 耳鼻咽喉科 歯科

口腔外科 放射線診断科 放射線治療科 麻酔

科 集中治療科 救急科 精神科 緩和ケア科

 感染症科 周産期母子医療センター 救命救

急センター 腫瘍センター 薬剤科 中央放射

線科 リハビリテーション科 中央検査科 臨

床工学科 栄養科 

   内科 消化器内科 呼吸器内科 脳神経内科

 循環器内科 小児科 一般・血管外科 消化

器外科 呼吸器外科 整形外科 脳神経外科 

心臓血管外科 小児外科 皮膚科 形成外科 

泌尿器科 産婦人科 眼科 耳鼻咽喉科 歯科

口腔外科 放射線診断科 放射線治療科 麻酔

科 集中治療科 救急科 精神科 緩和ケア科

 感染症科 周産期母子医療センター 腫瘍セ

ンター 薬剤科 中央放射線科 リハビリテー

ション科 中央検査科 臨床工学科 栄養科 

  ・  ［略］   ・  ［略］ 

  

 （分掌事務）  （分掌事務） 

第３条 病院の分掌事務は、次のとおりとする。 第３条 病院の分掌事務は、次のとおりとする。 

 ［略］  ［略］ 

  周産期母子医療センター   周産期母子医療センター 

  ・  ［略］   ・  ［略］ 

  救命救急センター  

   救命救急センターの運営に関すること。  

   重篤救急患者の診療に関すること。  

 ［略］  ［略］ 

  

   附 則 



 

 

 この規則は、令和２年１２月１日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第１０４号 

   さいたま市児童福祉法施行細則の一部を改正する規則 

 さいたま市児童福祉法施行細則（平成１５年さいたま市規則第１０６号）の一部を

次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

   改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

  該改正後部分に改める。 

   改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

   改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

目次 目次 

 第１章～第９章 ［略］  第１章～第９章 ［略］ 

 第１０章 補則（第２５条―第２７条）  第１０章 補則（第２５条・第２６条） 

 附則  附則 

  

 （徴収職員）  

第２６条 市長は、法第５７条の２の規定による徴

収金の滞納処分に関する職務を当該徴収金の徴収

に関する事務に従事する職員のうち指定する者に

対して委任する。 

 

２ 前項の規定による委任を受けた職員は、徴収金

の滞納処分又は滞納処分のための質問、検査若し

くは捜索を行う場合においては、徴収職員証（様

式第４１号）を携帯し、関係人の請求があったと

きは、これを提示しなければならない。 

 

  

第２７条 ［略］ 第２６条 ［略］ 

  

 様式第４０号の次に次の１様式を加える。 



 

 

様式第４１号（第２６条関係） 

（表） 

第     号 

 

 

徴収職員証 

 さいたま市      課 

  職・氏名        

 年  月  日生 

      年  月  日発行 

 

 

 

 

さいたま市長       印 

（裏） 

 

１ 本証は、児童福祉法第５７条の２の規定による徴収金について、地方自治 

法第２３１条の３第３項の規定による滞納処分又は滞納処分のための質問、 

検査若しくは捜索に関する事務を行う場合には、必ず携帯しなければならな 

い。 

２ 本証は、関係人の請求があったときは、いつでもこれを提示しなければな 

らない。 

３ 本証は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

４ 徴収職員の任を解かれたときは、速やかに返還すること。 

 

 

 



 

 

   附 則 

 この規則は、令和２年１２月１日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第１０５号 

   さいたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則の一部

を改正する規則 

 さいたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則（令和元年

さいたま市規則第５５号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

   改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

   改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

   改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （期末手当）  （期末手当） 

第１８条 ［略］ 第１８条 ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１２７．５を乗じて得た額に、基準日以前６月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じ

て得た額とする。 

 ～  ［略］ 

５ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１３０を乗じて得た額に、基準日以前６月以内の

期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。 

 ～  ［略］ 

６～１０ ［略］ 

 

６～１０ ［略］ 

 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 



 

 

さいたま市規則第１０６号 

   さいたま市食品衛生法施行細則の一部を改正する規則 

 さいたま市食品衛生法施行細則（平成１４年さいたま市規則第６８号）の一部を次

のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第１２号（第７条関係） 様式第１２号（第７条関係） 
食品営業許可申請書（新規・更新） 食品営業許可申請書（新規・更新） 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

  

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

  

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

  

営業設備の大要※ 

（営業施設の平面図に主要

設備を配置し、それぞれの

構造を記載する。） 

 ※ 食品衛生法第５２条

第１項の許可を受けて

営業を営む者から当該

営業を譲り受けた場合

であって、変更がない

ときは、省略すること

ができる。 

営業を譲り受け

たことを証する

旨 

（食品衛生法第

５２条第１項の

許可を受けて営

業を営む者から

当該営業を譲り

受けた場合に記

載する。） 

  
 

営業設備の大要 
（営業施設の平面図に主要

設備を配置し、それぞれの

構造を記載する。） 

 

 

 

 

 

 

 

営業所付近の案

内図 

  
 

  
様式第１３号（第７条関係） 様式第１３号（第７条関係） 

営業許可相続承継届 営業許可相続承継届 
 ［略］  ［略］ 
 備考 次の書類を添付すること。  備考 次の書類を添付すること。 
  １ 戸籍謄本若しくは戸籍全部事項証明書又は

不動産登記規則第２４７条第５項の規定によ

り交付を受けた同条第１項に規定する法定相

続情報一覧図の写し 

  １ 戸籍謄本又は戸籍全部事項証明書の写し 



 

 

  ２ 相続人が２人以上ある場合において、その

全員の同意により許可営業者の地位を承継す

べき相続人として選定された者にあっては、

その全員の同意書の写し 

  ２ 相続人が二人以上ある場合において、その

全員の同意により許可営業者の地位を承継す

べき相続人として選定された者にあっては、

その全員の同意書の写し 
  ３ ［略］   ３ ［略］ 
  
様式第２６号（第７条関係） 様式第２６号（第７条関係） 

ふぐ取扱施設認定書交付申請書 ふぐ取扱施設認定書交付申請書 
 ［略］  ［略］ 
 備考 次の書類を添付すること。  備考 次の書類を添付すること。 
  １ ［略］   １ ［略］ 
  ２ 相続による承継の場合 
     戸籍謄本若しくは戸籍全部事項証明書又

は不動産登記規則第２４７条第５項の規定

により交付を受けた同条第１項に規定する

法定相続情報一覧図の写し 
     相続人が２人以上ある場合において、そ

の全員の同意により営業者の地位を承継す 
    べき相続人として選定された者にあっては、

    その全員の同意書 

  ２ 相続による承継の場合 戸籍の謄本及び相

続人が二人以上ある場合において、その全員

の同意により営業者の地位を承継すべき相続

人として選定された者にあっては、その全員

の同意書 

  ３ ［略］   ３ ［略］ 
  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年１２月１５日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市食品衛生法施行細則

の規定により作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用するこ

とができる。 



 

 

さいたま市規則第１０７号 

   さいたま市旅館業法施行細則の一部を改正する規則 

 さいたま市旅館業法施行細則（平成１４年さいたま市規則第７２号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （許可申請書の様式等）  （許可申請書の様式等） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

２ 前項の申請書には、省令第１条第２項の図面の 

 ほか、次に掲げる書類を添付しなければならない。

 ただし、営業者が旅館業を譲渡したときは、当該

旅館業を譲り受けた者は、第３号及び第４号に掲

げる書類のうち、変更がない書類の添付を省略す

ることができる。 

２ 前項の申請書には、省令第１条第２項の図面の 

 ほか、次に掲げる書類を添付しなければならない。

 ～  ［略］   ～  ［略］ 

   ただし書の規定の適用を受ける場合にあって

は、旅館業を譲り受けたことを証する書類 

 

   ［略］    ［略］ 

  

 （営業者たる被相続人の地位の承継承認申請書の

様式等） 

 （営業者たる被相続人の地位の承継承認申請書の

様式等） 

第５条 ［略］ 第５条 ［略］ 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しな

ければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しな

ければならない。 

   戸籍謄本若しくは戸籍全部事項証明書又は不

動産登記規則（平成１７年法務省令第１８号）

第２４７条第５項の規定により交付を受けた同

条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写し 

   戸籍謄本又は戸籍全部事項証明書 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

  

様式第１号（第２条、第１２条関係） 様式第１号（第２条、第１２条関係） 

旅館業営業許可申請書 旅館業営業許可申請書 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 

１０ 衛生の管理に

係る責任者の氏名 

  

 ［略］ 

１０ 衛生の管理に

係る責任者の氏名 

  

 



 

 

１１ 営業者から旅

館業を譲り受けた

場合にあっては、

譲渡前の旅館業に

係る営業者名、許

可（承認）指令番

号及び許可（承認

）指令年月日並び

に旅館業を譲り受

けたことを証する

旨 

営業者

名 

 

許可（

承認）

指令番

号 

指令 

第    号 

許可（

承認）

指令年

月日 

  年  月 

 日 

下記事項を確認後、□

にチェックしてくださ

い。 

□ 私は上記の者から

旅館業を譲り受けた

者であることに相違

ありません。 
 

備考  

  １ 営業者から旅館業を譲り受けた場合にあっ

ては、３から５まで、６の 及び 並びに８

から１０までの記載事項のうち、変更がない

事項の記載を省略することができます。 

  ２ 次の書類を添付してください。ただし、営 

   業者から旅館業を譲り受けた場合にあっては、

   第３号及び第４号に掲げる書類のうち、変更 

   がない書類の添付を省略することができます。

 備考 次の書類を添付してください。 

  １ 申請者が法人にあっては、定款又は寄付行

為の写し及び登記事項証明書 

 

 

  ２ 当該申請に係る施設の敷地の周囲おおむね

２００メートルの区域内に存する旅館業法第

３条第３項各号に掲げる施設、主要建物及び

道路を示す見取図 

     申請者が法人にあっては、定款又は寄付

行為の写し及び登記事項証明書 

 

     当該申請に係る施設の敷地の周囲おおむ

ね２００メートルの区域内に存する旅館業

法第３条第３項各号に掲げる施設、主要建

物及び道路を示す見取図 

 

     敷地内の建物の配置図  

     施設の平面図、立面図及び給排水の配管 

    図 

 

     入浴設備の原湯、原水、上がり用湯又は

上がり用水として使用する水の水質検査（

第９条第１項に規定する水質の基準に適合 

    していることを確認するための検査をいう。

    ）の結果を記載した書面の写し 

 

     ただし書の規定の適用を受ける場合にあ

っては、旅館業を譲り受けたことを証する

書類 

 

     前各号に掲げるもののほか、市長が必要

と認める書類 

 

   ３ 敷地内の建物の配置図 

   ４ 施設の平面図、立面図及び給排水の配管図 

   ５ 入浴設備の原湯、原水、上がり用湯又は上



 

 

がり用水として使用する水の水質検査（第９

条第１項に規定する水質の基準に適合してい

ることを確認するための検査をいう。）の結

果を記載した書面の写し 

   ６ 前各項に掲げるもののほか、市長が必要と

認める書類 

  

様式第４号（第５条関係） 様式第４号（第５条関係） 

旅館業営業相続承認申請書 旅館業営業相続承認申請書 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

 備考 次の書類を添付してください。  備考 次の書類を添付してください。 

  １ 戸籍謄本若しくは戸籍全部事項証明書又は

不動産登記規則第２４７条第５項の規定によ

り交付を受けた同条第１項に規定する法定相

続情報一覧図の写し 

 １ 戸籍謄本又は戸籍全部事項証明書 

  ２～４ ［略］   ２～４ ［略］ 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年１２月１５日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市旅館業法施行細則の

規定により作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用すること

ができる。 



 

 

さいたま市規則第１０８号 

   さいたま市公衆浴場法施行細則の一部を改正する規則 

 さいたま市公衆浴場法施行細則（平成１４年さいたま市規則第７３号）の一部を次

のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （営業の許可申請）  （営業の許可申請） 

第２条 省令第１条第５号に規定する市長が定める

事項は、次のとおりとする。ただし、営業者が浴

場業を譲渡したときは、当該浴場業を譲り受けた 

 者は、第１号から第９号までに掲げる事項のうち、

 変更がない事項の記載を省略することができる。 

第２条 省令第１条第５号に規定する市長が定める

事項は、次のとおりとする。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

   ただし書の規定の適用を受ける場合にあって

は、譲渡前の浴場業に係る営業者名、許可指令

番号及び許可指令年月日 

 

２ 省令第１条に規定する申請書は、公衆浴場営業

許可申請書（様式第１号）とし、次に掲げる書類

を添付しなければならない。ただし、営業者が浴

場業を譲渡したときは、当該浴場業を譲り受けた

者は、第２号から第４号まで及び第６号に掲げる

書類のうち、変更がない書類の添付を省略するこ

とができる。 

２ 省令第１条に規定する申請書は、公衆浴場営業

許可申請書（様式第１号）とし、次に掲げる書類

を添付しなければならない。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

   ただし書の規定の適用を受ける場合にあって

は、浴場業を譲り受けたことを証する書類 

 

   ［略］    ［略］ 

  

 （相続による営業者の地位の承継の届出）  （相続による営業者の地位の承継の届出） 

第４条 省令第２条第１項の規定による届出は、公

衆浴場営業相続承継届（様式第３号）とし、次に

掲げる書類を添付しなければならない。 

第４条 省令第２条第１項の規定による届出は、公

衆浴場営業相続承継届（様式第３号）とし、次に

掲げる書類を添付しなければならない。 

   戸籍謄本若しくは戸籍全部事項証明書又は不

動産登記規則（平成１７年法務省令第１８号）

第２４７条第５項の規定により交付を受けた同

条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写し 

   戸籍謄本又は戸籍全部事項証明書 

  ・  ［略］   ・  ［略］ 



 

 

  

様式第１号（第２条、第７条関係） 様式第１号（第２条、第７条関係） 

公衆浴場営業許可申請書 公衆浴場営業許可申請書 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 

３ ［略］  ［略］ 

４ 営業施設

の構造設備 

別紙のとおり 

５ ［略］  ［略］ 

６ ［略］  ［略］ 

７ ［略］  ［略］ 

８ ［略］  ［略］ 

９ ［略］  ［略］ 

１０ ［略］  ［略］ 

１１ ［略］  ［略］ 

１２ ［略］  ［略］ 

１３ ［略］  ［略］ 

１４ ［略］  ［略］ 

１５ 営業者から浴

場業を譲り受けた

場合にあっては、

譲渡前の浴場業に

係る営業者名、許

可指令番号及び許

可指令年月日並び

に浴場業を譲り受

けたことを証する

旨 

営業者

名 

 

許可指

令番号 

指令    

第    号 

許可指

令年月

日 

  年  月 

 日 

下記事項を確認後、□

にチェックしてくださ

い。 

□ 私は上記の者から

浴場業を譲り受けた

者であることに相違

ありません。 
 

 ［略］ 

３ ［略］ 

 

 ［略］ 

４ ［略］  ［略］ 

５ ［略］  ［略］ 

６ ［略］  ［略］ 

７ ［略］  ［略］ 

８ ［略］  ［略］ 

９ ［略］  ［略］ 

１０ ［略］  ［略］ 

１１ ［略］  ［略］ 

１２ ［略］  ［略］ 

１３ ［略］  ［略］ 
 

 備考 次の書類を添付してください。ただし、営 

   業者から浴場業を譲り受けた場合にあっては、

   第２項から第４項まで及び第６項に掲げる書

類のうち、変更がない書類の添付を省略する

ことができます。 

 備考 次の書類を添付してください。 

 

 

 

 

  １～６ ［略］   １～６ ［略］ 

  ７ ただし書の規定の適用を受ける場合にあっ

ては、浴場業を譲り受けたことを証する書類 

 

  ８ ［略］ ７ ［略］ 

  

様式第３号（第４条関係） 様式第３号（第４条関係） 

公衆浴場営業相続承継届 公衆浴場営業相続承継届 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 



 

 

 備考 次の書類を添付してください。  備考 次の書類を添付してください。 

  １ 戸籍謄本若しくは戸籍全部事項証明書又は

不動産登記規則第２４７条第５項の規定によ

り交付を受けた同条第１項に規定する法定相

続情報一覧図の写し 

  １ 戸籍謄本又は戸籍全部事項証明書 

  ２・３ ［略］   ２・３ ［略］ 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年１２月１５日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市公衆浴場法施行細則

の規定により作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用するこ

とができる。 



 

 

さいたま市規則第１０９号 

   さいたま市興行場法施行細則の一部を改正する規則 

 さいたま市興行場法施行細則（平成１４年さいたま市規則第７５号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （営業の許可申請）  （営業の許可申請） 

第２条 法第２条第１項の規定により興行場の経営

の許可を受けようとする者は、興行場営業許可申

請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、

さいたま市保健所条例（平成１３年さいたま市条

例第３０９号）の規定により設置された保健所の

長（以下「保健所長」という。）に提出しなけれ

ばならない。ただし、興行場営業を営む者が当該

興行場営業を譲渡したときは、当該興行場営業を

譲り受けた者は、第３号から第７号までに掲げる

書類のうち、変更がない書類の添付を省略するこ

とができる。 

第２条 法第２条第１項の規定により興行場の経営

の許可を受けようとする者は、興行場営業許可申

請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、

さいたま市保健所条例（平成１３年さいたま市条

例第３０９号）の規定により設置された保健所の

長（以下「保健所長」という。）に提出しなけれ

ばならない。 

 ～  ［略］  ～  ［略］ 

   ただし書の規定の適用を受ける場合にあって

は、興行場営業を譲り受けたことを証する書類 

 

   ［略］    ［略］ 

  

 （相続による営業者の地位の承継の届出）  （相続による営業者の地位の承継の届出） 

第４条 ［略］ 第４条 ［略］ 

２ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添付しな

ければならない。 

２ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添付しな

ければならない。 

   戸籍謄本若しくは戸籍全部事項証明書又は不

動産登記規則（平成１７年法務省令第１８号）

第２４７条第５項の規定により交付を受けた同

条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写し 

   戸籍謄本又は戸籍全部事項証明書 

  ・  ［略］   ・  ［略］ 

  

様式第１号（第２条関係） 様式第１号（第２条関係） 

興行場営業許可申請書 興行場営業許可申請書 

［略］ ［略］ 



 

 

 ［略］ 

９ 仮設又は臨時

で行う興行場の

場合の期間 

 ［略］ 

１０ 興行場営業

を営む者から当

該興行場営業を

譲り受けた場合

にあっては、譲

渡前の興行場営

業に係る営業者

名、許可指令番

号及び許可指令

年月日並びに興

行場営業を譲り

受けたことを証

する旨 

営業者名  

許可指令

番号 

指令    

第   号 

許可指令

年月日 

  年  月 

 日 

下記事項を確認後、□に

チェックしてください。 

□ 私は上記の者から興

行場営業を譲り受けた

者であることに相違あ

りません。 
 

 ［略］ 

９ 仮設又は臨時

で行う興行場の

場合の期間 

 ［略］ 

 

 備考  

  １ 興行場営業を営む者から当該興行場営業を

譲り受けた場合にあっては、３から８の 及

び までの記載事項のうち、変更がない事項

の記載を省略することができます。 

  ２ 次の書類を添付してください。ただし、興

行場営業を営む者から当該興行場営業を譲り

受けた場合にあっては、第３号から第７号ま

でに掲げる書類のうち、変更がない書類の添

付を省略することができます。 

 備考 次の書類を添付してください。 

  １ 申請者が法人の場合は、定款又は寄付行為

の写し及び登記事項証明書 

 

 

  ２ 興行場の周囲２００メートル以内の排水路

及び住宅等を示す見取図 

     申請者が法人の場合は、定款又は寄付行

為の写し及び登記事項証明書 

 

     興行場の周囲２００メートル以内の排水

路及び住宅等を示す見取図 

 

     敷地内の建物の配置図  

     観覧席、喫煙所、便所、通路等を明らか

にした各階の平面図 

 

     施設の正面図、側面図及び天井伏図  

     観覧席の断面図  

     構造及び設備の仕様書  

     ただし書の規定の適用を受ける場合にあ

っては、興行場営業を譲り受けたことを証

する書類 

 

     前各号に掲げるもののほか、市長が必要

と認める書類 

 

   ３ 敷地内の建物の配置図 

   ４ 観覧席、喫煙所、便所、通路等を明らかに

した各階の平面図 

   ５ 施設の正面図、側面図及び天井伏図 



 

 

   ６ 観覧席の断面図 

   ７ 構造及び設備の仕様書 

   ８ 前各項に掲げるもののほか、市長が必要と

認める書類 

 注  注 

  

様式第３号（第４条関係） 様式第３号（第４条関係） 

興行場営業相続承継届 興行場営業相続承継届 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

備考 次の書類を添付してください。 備考 次の書類を添付してください。 

  １ 戸籍謄本若しくは戸籍全部事項証明書又は

不動産登記規則第２４７条第５項の規定によ

り交付を受けた同条第１項に規定する法定相

続情報一覧図の写し 

 １ 戸籍謄本又は戸籍全部事項証明書 

  ２・３ ［略］  ２・３ ［略］ 

  

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年１２月１５日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市興行場法施行細則の

規定により作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用すること

ができる。 



 

 

さいたま市規則第１１０号 

   さいたま市理容師法施行細則の一部を改正する規則 

 さいたま市理容師法施行細則（平成１４年さいたま市規則第７６号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第３号（第４条関係） 様式第３号（第４条関係） 

（表） （表） 

理容所開設届 理容所開設届 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

  

（裏） （裏） 

 ［略］ 

従業員控室  ［略］ 

理容所の開設者か

ら営業を譲り受け 

た場合にあっては、

譲渡前の営業に係

る開設者名、確認

済証番号及び確認

済証年月日並びに

当該営業を譲り受

けたことを証する

旨 

開設者名  

確認済証

番号 

   第      

  号 

確認済証

年月日 

  年  月 

 日 

下記事項を確認後、□に

チェックしてください。 

□ 私は上記の者から営

業を譲り受けた者であ

ることに相違ありませ

ん。 
 

 ［略］ 

従業員控室  ［略］ 
 

 備考 次の書類を添付してください。ただし、理

容所の開設者から営業を譲り受けた場合にあ

っては、第１項、第２項、第４項、第５項及

び第７項に掲げる書類のうち、変更がない書

類の添付を省略することができます。 

 備考 次の書類を添付してください。 

  １～７ ［略］   １～７ ［略］ 

  ８ ただし書の適用を受ける場合にあっては、  



 

 

営業を譲り受けたことを証する書類 

 ９ ［略］  ８ ［略］ 

  

様式第５号（第４条関係） 様式第５号（第４条関係） 

理容所相続承継届 理容所相続承継届 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

 備考 次の書類を添付してください。  備考 次の書類を添付してください。 

  １ 戸籍謄本若しくは戸籍全部事項証明書又は

不動産登記規則第２４７条第５項の規定によ

り交付を受けた同条第１項に規定する法定相

続情報一覧図の写し 

  １ 戸籍謄本又は戸籍全部事項証明書 

  ２・３ ［略］   ２・３ ［略］ 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年１２月１５日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市理容師法施行細則の

規定により作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用すること

ができる。 



 

 

さいたま市規則第１１１号 

   さいたま市美容師法施行細則の一部を改正する規則 

 さいたま市美容師法施行細則（平成１４年さいたま市規則第７７号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第３号（第４条関係） 様式第３号（第４条関係） 

（表） （表） 

美容所開設届 美容所開設届 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

  

（裏） （裏） 

 ［略］ 

従業員控室  ［略］ 

美容所の開設者か

ら営業を譲り受け 

た場合にあっては、

譲渡前の営業に係

る開設者名、確認

済証番号及び確認

済証年月日並びに

当該営業を譲り受

けたことを証する

旨 

開設者名  

確認済証

番号 

   第      

  号 

確認済証

年月日 

  年  月 

 日 

下記事項を確認後、□に

チェックしてください。 

□ 私は上記の者から営

業を譲り受けた者であ

ることに相違ありませ

ん。 
 

 ［略］ 

従業員控室  ［略］ 

 

 

 備考 次の書類を添付してください。ただし、美

容所の開設者から営業を譲り受けた場合にあ

っては、第１項、第２項、第４項、第５項及

び第７項に掲げる書類のうち、変更がない書

類の添付を省略することができます。 

 備考 次の書類を添付してください。 

  １～７ ［略］   １～７ ［略］ 

  ８ ただし書の適用を受ける場合にあっては、  



 

 

営業を譲り受けたことを証する書類 

 ９ ［略］  ８ ［略］ 

  

様式第５号（第４条関係） 様式第５号（第４条関係） 

美容所相続承継届 美容所相続承継届 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

 備考 次の書類を添付してください。  備考 次の書類を添付してください。 

  １ 戸籍謄本若しくは戸籍全部事項証明書又は

不動産登記規則第２４７条第５項の規定によ

り交付を受けた同条第１項に規定する法定相

続情報一覧図の写し 

  １ 戸籍謄本又は戸籍全部事項証明書 

  ２・３ ［略］   ２・３ ［略］ 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年１２月１５日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市美容師法施行細則の

規定により作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用すること

ができる。 



 

 

さいたま市規則第１１２号 

   さいたま市クリーニング業法施行細則の一部を改正する規則 

 さいたま市クリーニング業法施行細則（平成１４年さいたま市規則第７８号）の一

部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第３号（第４条関係）（表） 様式第３号（第４条関係）（表） 

クリーニング所開設届 クリーニング所開設届 

 ［略］  ［略］  

 ［略］ 

開設予定日  ［略］ 

営業者からクリー

ニング業を譲り受

けた場合にあって

は、譲渡前のクリ

ーニング業に係る

開設者名、確認済

証番号及び確認済

証年月日並びにク

リーニング業を譲

り受けたことを証

する旨 

開設者名  

確認済証番

号 

   第  

 号 

確認済証年

月日 

  年  

月  日 

下記事項を確認後、□に

チェックしてください。 

□ 私は上記の者からク

リーニング業を譲り受

けた者であることに相

違ありません。 
 

 ［略］ 

開設予定日  ［略］ 
 

  備考 次の書類を添付してください。 

   １ クリーニング所の平面図（構造設備等の配

置を記入し、寸法の入った図面） 

   ２ クリーニング師が３名以上いる場合は、別 

   紙 

   ３ クリーニング師が必要な場合は、クリーニ

ング師免許証 

   ４ 法人の場合は、登記事項証明書 

   ５ 前各項に掲げるもののほか、市長が必要と

認める書類 

  注 



 

 

  

様式第３号（第４条関係）（裏） 様式第３号（第４条関係）（裏） 

 ［略］ 

苦情の申出先 

 

 

 

 

名称  

所在地  

電話番号  

 

 ［略］ 

備考 

 苦情の申出先    

・名称 

・所在地 

・電話番号 
 

 備考 次の書類を添付してください。ただし、営

業者からクリーニング業を譲り受けた場合にあ 

  っては、第１項から第３項までに掲げる書類の

ち、変更がない書類の添付を省略することがで

きます。 

 

  １ クリーニング所の平面図（構造設備等の配

置を記入し、寸法の入った図面） 

 

  ２ クリーニング師が３名以上いる場合は、別 

   紙 

 

  ３ クリーニング師が必要な場合は、クリーニ

ング師免許証 

 

  ４ 法人の場合は、登記事項証明書  

  ５ 他にクリーニング所を開設し、又は無店舗

取次店を営んでいるときは、当該クリーニン

グ所又は無店舗取次店の一覧 

 

  ６ ただし書の適用を受ける場合にあっては、

クリーニング業を譲り受けたことを証する書

類 

 

  ７ 前各項に掲げるもののほか、市長が必要と

認める書類 

 

注 注 

  

様式第４号（第４条関係）（表） 様式第４号（第４条関係）（表） 

無店舗取次店営業届 無店舗取次店営業届 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 

営業開始予定日  ［略］ 

営業者から無店舗

取次店の営業を譲

り受けた場合にあ

っては、譲渡前の

無店舗取次店の営 

業に係る開設者名 

及び届出年月日並 

びに営業を譲り受 

けたことを証する 

旨 

開設者名  

届出年月日    年  

月  日 

下記事項を確認後、□に

チェックしてください。 

□ 私は上記の者から無

店舗取次店の営業を譲り

受けた者であることに相

違ありません。 
 

 ［略］ 

営業開始予定日  ［略］ 
 

  備考 クリーニング師が３名以上いる場合は、別

紙で添付すること。 



 

 

  

様式第４号（第４条関係）（裏） 様式第４号（第４条関係）（裏） 

 ［略］ 

苦情の申出先 

 

 

 

 

 

クリーニング

所又は無店舗

取次店の名称 

 

クリーニング

所の所在地又

は車両の保管

場所 

 

電話番号  

 

 ［略］ 

（備考） 

  苦情の申し出先 

 ・クリーニング所又は無店舗取次店の名称 

 ・クリーニング所の所在地又は車両の保管

場所 

 ・電話番号 

 

 

 
 

 備考 次の書類を添付してください。ただし、営

業者から無店舗取次店の営業を譲り受けた場合

であって、第１項に掲げる書類に変更がないと

きは、当該書類の添付を省略することができま

す。 

 

  １ クリーニング師が３名以上いる場合は、別 

   紙 

 

  ２ 他にクリーニング所を開設し、又は無店舗

取次店を営んでいるときは、当該クリーニン

グ所又は無店舗取次店の一覧 

 

  ３ ただし書の適用を受ける場合にあっては、

営業を譲り受けたことを証する書類 

 

  

様式第６号（第４条関係） 様式第６号（第４条関係） 

クリーニング営業者相続承継届 クリーニング営業者相続承継届 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

 備考 次の書類を添付してください。  備考 次の書類を添付してください。 

  １ 戸籍謄本若しくは戸籍全部事項証明書又は

不動産登記規則第２４７条第５項の規定によ

り交付を受けた同条第１項に規定する法定相

続情報一覧図の写し 

  １ 戸籍謄本又は戸籍全部事項証明書 

  ２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

  

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年１２月１５日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市クリーニング業法施

行細則の規定により作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用

することができる。 



さいたま市規則第１１３号 

   さいたま市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市国民健康保険条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第１２９号）の

一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

   改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

   改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

   改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （条例附則第１３項の規則で定める日） （条例附則第１３項の規則で定める日） 

第３４条の４ 条例附則第１３項の規則で定める日

は、令和３年３月３１日とする。 

第３４条の４ 条例附則第１３項の規則で定める日

は、令和２年１２月３１日とする。 

  

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第１１４号 

   さいたま市福祉事務所長事務委任規則の一部を改正する規則 

 さいたま市福祉事務所長事務委任規則（平成１５年さいたま市規則第４３号）の一

部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

   改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

   改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

   改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（生活保護法等による委任事務） （生活保護法等による委任事務） 
第２条 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。

以下この条において「法」という。）第１９条第

４項及び第５５条の４第２項（法第５５条の５第

２項において準用する場合を含む。）の規定によ

り福祉事務所長に委任する事務は、次のとおりと

する。 

第２条 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。

以下この条において「法」という。）第１９条第

４項及び第５５条の４第２項（法第５５条の５第

２項において準用する場合を含む。）の規定によ

り福祉事務所長に委任する事務は、次のとおりと

する。 
  ～  ［略］   ～  ［略］ 
   法第５５条の８第１項の規定による被保護者

健康管理支援事業の実施及び法第５５条の９第

２項の規定による情報の提供に関すること。 

 

   ［略］    ［略］ 
   ［略］    ［略］ 
   ［略］    ［略］ 
   ［略］    ［略］ 
   ［略］    ［略］ 
   ［略］    ［略］ 
   ［略］    ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 

  

   附 則 

 この規則は、令和３年１月１日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第１１５号 

   さいたま市国民健康保険税条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市国民健康保険税条例施行規則（平成１４年さいたま市規則第５４号）の

一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

   改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

   改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

   改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第１号（その１）（６）（第３条関係） 様式第１号（その１）（６）（第３条関係） 

６ ［略］ 

７ 延滞金 

  納期限までに税金を完納しないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき又はその全額が２，０００円未

満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てます。）に年１４．６パーセ

ント（納期限の翌日から１箇月を経過する

日までの期間については、年７．３パーセ

ント）の割合（当該期間の属する各年の平

均貸付割合（租税特別措置法第９３条第２

項に規定する平均貸付割合をいう。）に年

１パーセントの割合を加算した割合（以下

「延滞金特例基準割合」という。）が年７ 

 ．３パーセントの割合に満たない場合には、

 その年中においては、年１４．６パーセン

トの割合にあってはその年における延滞金

特例基準割合に年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７．３パーセント

の割合にあっては当該延滞金特例基準割合

に年１パーセントの割合を加算した割合（

当該加算した割合が年７．３パーセントの

割合を超える場合には、年７．３パーセン

トの割合）とします。）を乗じて計算した

金額に相当する延滞金が加算されます。こ

の場合における年当たりの割合は、閏
じゅん

年の

日を含む期間についても、３６５日当たり

の割合です。なお、延滞金額に１００円未

満の端数があるとき又はその全額が１，０

００円未満であるときは、その端数金額又 
 

６ ［略］ 

７ 延滞金 

  納期限までに税金を完納しないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき又はその全額が２，０００円未

満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てます。）に年１４．６パーセ

ント（納期限の翌日から１箇月を経過する

日までの期間については、年７．３パーセ

ント）の割合（当該期間の属する各年の前

年に租税特別措置法第９３条第２項の規定

により告示された割合に年１パーセントの

割合を加算した割合（以下「特例基準割合

」という。）が年７．３パーセントの割合

に満たない場合には、その年（以下「特例 

 基準割合適用年」という。）中においては、

 年１４．６パーセントの割合にあっては当

該特例基準割合適用年における特例基準割

合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合に年１パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合

が年７．３パーセントの割合を超える場合

には、年７．３パーセントの割合）としま

す。）を乗じて計算した金額に相当する延

滞金が加算されます。この場合における年

当たりの割合は、閏年
じゅんねん

の日を含む期間に

ついても、３６５日当たりの割合です。な

お、延滞金額に１００円未満の端数がある

とき又はその全額が１，０００円未満であ 
 



 

 

 はその全額を切り捨てます。 

 

８ ［略］ 
 

 るときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てます。 

８ ［略］ 
 

  

様式第１号（その２）（４）（第３条関係） 様式第１号（その２）（４）（第３条関係） 

（表） （表） 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

（裏） （裏） 

６ ［略］ 

７ 延滞金 

  納期限までに税金を完納しないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき又はその全額が２，０００円未

満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てます。）に年１４．６パーセ

ント（納期限の翌日から１箇月を経過する

日までの期間については、年７．３パーセ

ント）の割合（当該期間の属する各年の平

均貸付割合（租税特別措置法第９３条第２

項に規定する平均貸付割合をいう。）に年

１パーセントの割合を加算した割合（以下

「延滞金特例基準割合」という。）が年７ 

 ．３パーセントの割合に満たない場合には、

 その年中においては、年１４．６パーセン

トの割合にあってはその年における延滞金

特例基準割合に年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７．３パーセント

の割合にあっては当該延滞金特例基準割合

に年１パーセントの割合を加算した割合（

当該加算した割合が年７．３パーセントの

割合を超える場合には、年７．３パーセン

トの割合）とします。）を乗じて計算した

金額に相当する延滞金が加算されます。こ

の場合における年当たりの割合は、閏
じゅん

年の

日を含む期間についても、３６５日当たり

の割合です。なお、延滞金額に１００円未

満の端数があるとき又はその全額が１，０

００円未満であるときは、その端数金額又

はその全額を切り捨てます。 

 

８ ［略］ 
 

６ ［略］ 

７ 延滞金 

  納期限までに税金を完納しないときは、

その翌日から税金完納の日までの期間の日

数に応じ、税額（１，０００円未満の端数

があるとき又はその全額が２，０００円未

満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てます。）に年１４．６パーセ

ント（納期限の翌日から１箇月を経過する

日までの期間については、年７．３パーセ

ント）の割合（当該期間の属する各年の前

年に租税特別措置法第９３条第２項の規定

により告示された割合に年１パーセントの

割合を加算した割合（以下「特例基準割合

」という。）が年７．３パーセントの割合

に満たない場合には、その年（以下「特例 

 基準割合適用年」という。）中においては、

 年１４．６パーセントの割合にあっては当

該特例基準割合適用年における特例基準割

合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合に年１パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合

が年７．３パーセントの割合を超える場合

には、年７．３パーセントの割合）としま

す。）を乗じて計算した金額に相当する延

滞金が加算されます。この場合における年

当たりの割合は、閏年
じゅんねん

の日を含む期間に

ついても、３６５日当たりの割合です。な

お、延滞金額に１００円未満の端数がある

とき又はその全額が１，０００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てます。 

８ ［略］ 
 

  

様式第４号（第３条関係） 様式第４号（第３条関係） 

（表） （表） 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

（裏） （裏） 

 

［ 

  ［略］ 

 延滞金 

 

 

 

［ 

  ［略］ 

 延滞金 

 

 



 

 

略

］ 

  納期限の翌日から納付（納入 

）の日までの期間の日数に応じ、

税額又は納入金額（１，０００

円未満の端数があるとき、又は

その全額が２，０００円未満で

あるときは、その端数金額又は

全額を切り捨てます。）に年１

４．６パーセント（納期限の翌

日から１月を経過する日までの

期間については、年７．３パー

セント）の割合（平成１２年１

月１日から平成２５年１２月３

１日までの期間については、当

該期間の属する各年の前年の１

１月３０日を経過する時におけ

る日本銀行法第１５条第１項第

１号の規定により定められる商

業手形の基準割引率に年４パー

セントの割合を加算した割合が

年７．３パーセントの割合に満

たない場合には、その年中にお

いては、年７．３パーセントの

割合にあっては、当該商業手形

の基準割引率に年４パーセント 

の割合を加算した割合とします。

平成２６年１月１日から令和２

年１２月３１日までの期間につ

いては、当該期間の属する各年

の前年に所得税法等の一部を改

正する法律（令和２年法律第８

号）による改正前の租税特別措

置法第９３条第２項の規定によ

り告示された割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合（以

下「特例基準割合」という。）

が年７．３パーセントの割合に

満たない場合には、その年（以

下「特例基準割合適用年」とい

う。）中においては、年１４．

６パーセントの割合にあっては

当該特例基準割合適用年におけ

る特例基準割合に年７．３パー

セントの割合を加算した割合と

し、年７．３パーセントの割合

にあっては当該特例基準割合に

年１パーセントの割合を加算し

た割合（当該加算した割合が年

７．３パーセントの割合を超え

る場合には、年７．３パーセン

トの割合）とします。令和３年 

 略

］ 

  納期限までに税金を完納され

ないときは、その翌日から税金

完納の日までの期間の日数に応

じ、税額（１，０００円未満の

端数があるとき又はその金額が 

２，０００円未満であるときは、

その端数金額又は全額を切り捨

てます。）に年１４．６パーセ

ント（納期限の翌日から１箇月

を経過する日までの期間につい

ては、年７．３パーセント）の

割合（当該期間の属する各年の

前年に租税特別措置法第９３条

第２項の規定により告示された

割合に年１パーセントの割合を

加算した割合（以下「特例基準

割合」という。）が年７．３パ

ーセントの割合に満たない場合

には、その年（以下「特例基準

割合適用年」という。）中にお

いては、年１４．６パーセント

の割合にあっては当該特例基準

割合適用年における特例基準割

合に年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７．３

パーセントの割合にあっては当

該特例基準割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合（当該

加算した割合が年７．３パーセ

ントの割合を超える場合には、

年７．３パーセントの割合）と

します。）を乗じて計算した金

額に相当する延滞金額が加算さ

れます。この場合における年当

たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む

期間についても、３６５日当た

りの割合です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  １月１日以後の期間については、

当該期間の属する各年の租税特

別措置法第９３条第２項に規定

する平均貸付割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合（以

下「延滞金特例基準割合」とい

う。）が年７．３パーセントの

割合に満たない場合には、その

年中においては、年１４．６パ

ーセントの割合にあってはその

年における延滞金特例基準割合

に年７．３パーセントの割合を

加算した割合とし、年７．３パ

ーセントの割合にあっては当該

延滞金特例基準割合に年１パー

セントの割合を加算した割合（

当該加算した割合が年７．３パ

ーセントの割合を超える場合に

は、年７．３パーセントの割合

）とします。）を乗じて計算し

た金額。この場合における年当

たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む

期間についても、３６５日当た

りの割合です。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   附 則 

 この規則は、令和３年１月１日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第１１６号 

   さいたま市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市介護保険条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第１３１号）の一部

を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

   改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

  該改正後部分に改める。 

   改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

   改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第３４号（その１）（４）（第３１条関係）（

表） 

様式第３４号（その１）（４）（第３１条関係）（

表） 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の租税特別措置法第９３条第２項に規

定する平均貸付割合に年１パーセントの割

合を加算した割合（以下「延滞金特例基準

割合」という。）が年７．３パーセントの

割合に満たない場合には、その年中におい

ては、年１４．６パーセントの割合にあっ

てはその年における延滞金特例基準割合に

年７．３パーセントの割合を加算した割合

とし、年７．３パーセントの割合にあって

は当該延滞金特例基準割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合（当該加算した割

合が年７．３パーセントの割合を超える場

合には、年７．３パーセントの割合）とし

ます。）を乗じて計算した額の延滞金が加

算されます。この場合における年当たりの

割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、

３６５日当たりの割合です。なお、延滞金

額に１００円未満の端数があるとき又はそ

の全額が１，０００円未満であるときは、 

 その端数金額又はその全額を切り捨てます。

 
 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の前年に租税特別措置法第９３条第２

項の規定により告示された割合に年１パー

セントの割合を加算した割合（以下「特例

基準割合」という。）が年７．３パーセン

トの割合に満たない場合には、その年（以

下「特例基準割合適用年」という。）中に

おいては、年１４．６パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合適用年における

特例基準割合に年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７．３パーセント

の割合にあっては当該特例基準割合に年１

パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を

超える場合には、年７．３パーセントの割

合）とします。）を乗じて計算した額の延

滞金が加算されます。この場合における年

当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間につ 

 いても、３６５日当たりの割合です。なお、

 延滞金額に１００円未満の端数があるとき

又はその全額が１，０００円未満であると

きは、その端数金額又はその全額を切り捨 
 



 

 

 
 

 てます。 
 

  

様式第３４号（その２）（３）（第３１条関係）（

裏） 

様式第３４号（その２）（３）（第３１条関係）（

裏） 

 ［略］ 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の租税特別措置法第９３条第２項に規

定する平均貸付割合に年１パーセントの割

合を加算した割合（以下「延滞金特例基準

割合」という。）が年７．３パーセントの

割合に満たない場合には、その年中におい

ては、年１４．６パーセントの割合にあっ

てはその年における延滞金特例基準割合に

年７．３パーセントの割合を加算した割合

とし、年７．３パーセントの割合にあって

は当該延滞金特例基準割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合（当該加算した割

合が年７．３パーセントの割合を超える場

合には、年７．３パーセントの割合）とし

ます。）を乗じて計算した額の延滞金が加

算されます。この場合における年当たりの

割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、

３６５日当たりの割合です。なお、延滞金

額に１００円未満の端数があるとき又はそ

の全額が１，０００円未満であるときは、 

 その端数金額又はその全額を切り捨てます。

 

 
 

 ［略］ 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の前年に租税特別措置法第９３条第２

項の規定により告示された割合に年１パー

セントの割合を加算した割合（以下「特例

基準割合」という。）が年７．３パーセン

トの割合に満たない場合には、その年（以

下「特例基準割合適用年」という。）中に

おいては、年１４．６パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合適用年における

特例基準割合に年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７．３パーセント

の割合にあっては当該特例基準割合に年１

パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を

超える場合には、年７．３パーセントの割

合）とします。）を乗じて計算した額の延

滞金が加算されます。この場合における年

当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間につ 

 いても、３６５日当たりの割合です。なお、

 延滞金額に１００円未満の端数があるとき

又はその全額が１，０００円未満であると

きは、その端数金額又はその全額を切り捨

てます。 
 

  

様式第３４号（その３）（２）（第３１条関係）（

裏） 

様式第３４号（その３）（２）（第３１条関係）（

裏） 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の租税特別措置法第９３条第２項に規

定する平均貸付割合に年１パーセントの割 
 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の前年に租税特別措置法第９３条第２

項の規定により告示された割合に年１パー 
 



 

 

 合を加算した割合（以下「延滞金特例基準

割合」という。）が年７．３パーセントの

割合に満たない場合には、その年中におい

ては、年１４．６パーセントの割合にあっ

てはその年における延滞金特例基準割合に

年７．３パーセントの割合を加算した割合

とし、年７．３パーセントの割合にあって

は当該延滞金特例基準割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合（当該加算した割

合が年７．３パーセントの割合を超える場

合には、年７．３パーセントの割合）とし

ます。）を乗じて計算した額の延滞金が加

算されます。この場合における年当たりの 

 割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、 

 ３６５日当たりの割合です。なお、延滞金

額に１００円未満の端数があるとき又はそ

の全額が１，０００円未満であるときは、 

 その端数金額又はその全額を切り捨てます。

 

 

 ［略］ 
 

 セントの割合を加算した割合（以下「特例

基準割合」という。）が年７．３パーセン

トの割合に満たない場合には、その年（以

下「特例基準割合適用年」という。）中に

おいては、年１４．６パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合適用年における

特例基準割合に年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７．３パーセント

の割合にあっては当該特例基準割合に年１

パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を

超える場合には、年７．３パーセントの割

合）とします。）を乗じて計算した額の延

滞金が加算されます。この場合における年

当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間につ 

 いても、３６５日当たりの割合です。なお、

 延滞金額に１００円未満の端数があるとき

又はその全額が１，０００円未満であると

きは、その端数金額又はその全額を切り捨

てます。 

 ［略］ 
 

  

様式第３４号（その４）（２）（第３１条関係）（

裏） 

様式第３４号（その４）（２）（第３１条関係）（

裏） 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の租税特別措置法第９３条第２項に規

定する平均貸付割合に年１パーセントの割

合を加算した割合（以下「延滞金特例基準

割合」という。）が年７．３パーセントの

割合に満たない場合には、その年中におい

ては、年１４．６パーセントの割合にあっ

てはその年における延滞金特例基準割合に

年７．３パーセントの割合を加算した割合

とし、年７．３パーセントの割合にあって

は当該延滞金特例基準割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合（当該加算した割

合が年７．３パーセントの割合を超える場

合には、年７．３パーセントの割合）とし

ます。）を乗じて計算した額の延滞金が加

算されます。この場合における年当たりの

割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、

３６５日当たりの割合です。なお、延滞金 
 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の前年に租税特別措置法第９３条第２

項の規定により告示された割合に年１パー

セントの割合を加算した割合（以下「特例

基準割合」という。）が年７．３パーセン

トの割合に満たない場合には、その年（以

下「特例基準割合適用年」という。）中に

おいては、年１４．６パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合適用年における

特例基準割合に年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７．３パーセント

の割合にあっては当該特例基準割合に年１

パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を

超える場合には、年７．３パーセントの割

合）とします。）を乗じて計算した額の延

滞金が加算されます。この場合における年

当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間につ 
 



 

 

 額に１００円未満の端数があるとき又はそ

の全額が１，０００円未満であるときは、 

 その端数金額又はその全額を切り捨てます。

 

 

 ［略］ 
 

 いても、３６５日当たりの割合です。なお、

 延滞金額に１００円未満の端数があるとき

又はその全額が１，０００円未満であると

きは、その端数金額又はその全額を切り捨

てます。 

 ［略］ 
 

  

様式第３４号の２（その１）（４）（第３１条関係

）（表） 

様式第３４号の２（その１）（４）（第３１条関係

）（表） 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の租税特別措置法第９３条第２項に規

定する平均貸付割合に年１パーセントの割

合を加算した割合（以下「延滞金特例基準

割合」という。）が年７．３パーセントの

割合に満たない場合には、その年中におい

ては、年１４．６パーセントの割合にあっ

てはその年における延滞金特例基準割合に

年７．３パーセントの割合を加算した割合

とし、年７．３パーセントの割合にあって

は当該延滞金特例基準割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合（当該加算した割

合が年７．３パーセントの割合を超える場

合には、年７．３パーセントの割合）とし

ます。）を乗じて計算した額の延滞金が加

算されます。この場合における年当たりの

割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、

３６５日当たりの割合です。なお、延滞金

額に１００円未満の端数があるとき又はそ

の全額が１，０００円未満であるときは、 

 その端数金額又はその全額を切り捨てます。

 

 
 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の前年に租税特別措置法第９３条第２

項の規定により告示された割合に年１パー

セントの割合を加算した割合（以下「特例

基準割合」という。）が年７．３パーセン

トの割合に満たない場合には、その年（以

下「特例基準割合適用年」という。）中に

おいては、年１４．６パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合適用年における

特例基準割合に年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７．３パーセント

の割合にあっては当該特例基準割合に年１

パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を

超える場合には、年７．３パーセントの割

合）とします。）を乗じて計算した額の延

滞金が加算されます。この場合における年

当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間につ 

 いても、３６５日当たりの割合です。なお、

 延滞金額に１００円未満の端数があるとき

又はその全額が１，０００円未満であると

きは、その端数金額又はその全額を切り捨

てます。 
 

  

様式第３４号の２（その２）（３）（第３１条関係

）（表） 

様式第３４号の２（その２）（３）（第３１条関係

）（表） 

 ［略］ 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 
 

 ［略］ 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 
 



 

 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の租税特別措置法第９３条第２項に規

定する平均貸付割合に年１パーセントの割

合を加算した割合（以下「延滞金特例基準

割合」という。）が年７．３パーセントの

割合に満たない場合には、その年中におい

ては、年１４．６パーセントの割合にあっ

てはその年における延滞金特例基準割合に

年７．３パーセントの割合を加算した割合

とし、年７．３パーセントの割合にあって

は当該延滞金特例基準割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合（当該加算した割

合が年７．３パーセントの割合を超える場

合には、年７．３パーセントの割合）とし

ます。）を乗じて計算した額の延滞金が加

算されます。この場合における年当たりの

割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、

３６５日当たりの割合です。なお、延滞金

額に１００円未満の端数があるとき又はそ

の全額が１，０００円未満であるときは、 

 その端数金額又はその全額を切り捨てます。

 

 
 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の前年に租税特別措置法第９３条第２

項の規定により告示された割合に年１パー

セントの割合を加算した割合（以下「特例

基準割合」という。）が年７．３パーセン

トの割合に満たない場合には、その年（以

下「特例基準割合適用年」という。）中に

おいては、年１４．６パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合適用年における

特例基準割合に年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７．３パーセント

の割合にあっては当該特例基準割合に年１

パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を

超える場合には、年７．３パーセントの割

合）とします。）を乗じて計算した額の延

滞金が加算されます。この場合における年

当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間につ 

 いても、３６５日当たりの割合です。なお、

 延滞金額に１００円未満の端数があるとき

又はその全額が１，０００円未満であると

きは、その端数金額又はその全額を切り捨

てます。 
 

  

様式第３９号（１）（第３１条関係）（裏） 様式第３９号（１）（第３１条関係）（裏） 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の租税特別措置法第９３条第２項に規

定する平均貸付割合に年１パーセントの割

合を加算した割合（以下「延滞金特例基準

割合」という。）が年７．３パーセントの

割合に満たない場合には、その年中におい

ては、年１４．６パーセントの割合にあっ

てはその年における延滞金特例基準割合に

年７．３パーセントの割合を加算した割合

とし、年７．３パーセントの割合にあって

は当該延滞金特例基準割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合（当該加算した割

合が年７．３パーセントの割合を超える場

合には、年７．３パーセントの割合）とし

ます。）を乗じて計算した額の延滞金が加 
 

○ 延滞金 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、その保険料額（１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が２，

０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てます。）に年１４ 

 ．６パーセント（納期限の翌日から３月を

経過する日までの期間については、年７．

３パーセント）の割合（当該期間の属する

各年の前年に租税特別措置法第９３条第２

項の規定により告示された割合に年１パー

セントの割合を加算した割合（以下「特例

基準割合」という。）が年７．３パーセン

トの割合に満たない場合には、その年（以

下「特例基準割合適用年」という。）中に

おいては、年１４．６パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合適用年における

特例基準割合に年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７．３パーセント

の割合にあっては当該特例基準割合に年１

パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を

超える場合には、年７．３パーセントの割 
 



 

 

 算されます。この場合における年当たりの

割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、

３６５日当たりの割合です。なお、延滞金

額に１００円未満の端数があるとき又はそ

の全額が１，０００円未満であるときは、 

 その端数金額又はその全額を切り捨てます。

 

 

 ［略］ 
 

 合）とします。）を乗じて計算した額の延

滞金が加算されます。この場合における年

当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間につ 

 いても、３６５日当たりの割合です。なお、

 延滞金額に１００円未満の端数があるとき

又はその全額が１，０００円未満であると

きは、その端数金額又はその全額を切り捨

てます。 

 ［略］ 
 

  

   附 則 

 この規則は、令和３年１月１日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第１１７号 

   さいたま市後期高齢者医療に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市後期高齢者医療に関する条例施行規則（平成２０年さいたま市規則第６

５号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

   改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

   改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

   改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第１号（１）（第２条関係） 様式第１号（１）（第２条関係） 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

 ［略］  ［略］ 

 

 保険料について 

 延滞金 

 

 納期限の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、その保険料額（１，０００円未満

の端数があるとき又はその全額が２，０００

円未満であるときは、その端数金額又は全額

を切り捨てます。）に年１４．６パーセント

（納期限の翌日から３月を経過する日までの

期間については、年７．３パーセント）の割

合（当該期間の属する各年の平均貸付割合（

租税特別措置法第９３条第２項に規定する平

均貸付割合をいう。）に年１パーセントの割

合を加算した割合（以下「延滞金特例基準割

合」という。）が年７．３パーセントの割合

に満たない場合には、その年中においては、

年１４．６パーセントの割合にあってはその

年における延滞金特例基準割合に年７．３パ

ーセントの割合を加算した割合とし、年７．

３パーセントの割合にあっては当該延滞金特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合（当該加算した割合が年７．３パーセ

ントの割合を超える場合には、年７．３パー

セントの割合）とします。）を乗じて計算し

た額の延滞金が加算されます。この場合にお

ける年当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間

についても、３６５日当たりの割合です。な 
 

 

 保険料について 

 延滞金 

 

 納期限の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、その保険料額（１，０００円未満

の端数があるとき又はその全額が２，０００

円未満であるときは、その端数金額又は全額

を切り捨てます。）に年１４．６パーセント

（納期限の翌日から３月を経過する日までの

期間については、年７．３パーセント）の割

合（当該期間の属する各年の前年に租税特別

措置法第９３条第２項の規定により告示され

た割合に年１パーセントの割合を加算した割

合（以下「特例基準割合」という。）が年７ 

．３パーセントの割合に満たない場合には、 

その年（以下「特例基準割合適用年」という。

）中においては、年１４．６パーセントの割

合にあっては当該特例基準割合適用年におけ

る特例基準割合に年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７．３パーセントの

割合にあっては当該特例基準割合に年１パー

セントの割合を加算した割合（当該加算した

割合が年７．３パーセントの割合を超える場

合には、年７．３パーセントの割合）としま

す。）を乗じて計算した額の延滞金が加算さ 

れます。この場合における年当たりの割合は、

閏
じゅん

年の日を含む期間についても、３６５日当 
 



 

 

お、延滞金額に１００円未満の端数があると

き又はその全額が１，０００円未満であると

きは、その端数金額又はその全額を切り捨て

ます。 
 

たりの割合です。なお、延滞金額に１００円

未満の端数があるとき又はその全額が１，０

００円未満であるときは、その端数金額又は

その全額を切り捨てます。 
 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

  

様式第４号（第２条関係）（裏） 様式第４号（第２条関係）（裏） 

 延滞金 

 

 納期限の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、保険料額（１，０００円未満の端

数があるとき又はその全額が２，０００円未

満であるときは、その端数金額又は全額を切

り捨てます。）に年１４．６パーセント（納

期限の翌日から３月を経過する日までの期間

については、年７．３パーセント）の割合（

当該期間の属する各年の平均貸付割合（租税

特別措置法第９３条第２項に規定する平均貸

付割合をいう。）に年１パーセントの割合を

加算した割合（以下「延滞金特例基準割合」

という。）が年７．３パーセントの割合に満

たない場合には、その年中においては、年１

４．６パーセントの割合にあってはその年に

おける延滞金特例基準割合に年７．３パーセ

ントの割合を加算した割合とし、年７．３パ

ーセントの割合にあっては当該延滞金特例基

準割合に年１パーセントの割合を加算した割

合（当該加算した割合が年７．３パーセント

の割合を超える場合には、年７．３パーセン

トの割合）とします。）を乗じて計算した額

の延滞金が加算されます。この場合における

年当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間につ

いても、３６５日当たりの割合です。なお、

延滞金額に１００円未満の端数があるとき又 

はその全額が１，０００円未満であるときは、

その端数金額又はその全額を切り捨てます。 

 
 

 延滞金 

 

 納期限の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、保険料額（１，０００円未満の端

数があるとき又はその全額が２，０００円未

満であるときは、その端数金額又は全額を切

り捨てます。）に年１４．６パーセント（納

期限の翌日から３月を経過する日までの期間

については、年７．３パーセント）の割合（

当該期間の属する各年の前年に租税特別措置

法第９３条第２項の規定により告示された割

合に年１パーセントの割合を加算した割合（

以下「特例基準割合」という。）が年７．３

パーセントの割合に満たない場合には、その

年（以下「特例基準割合適用年」という。）

中においては、年１４．６パーセントの割合

にあっては当該特例基準割合適用年における

特例基準割合に年７．３パーセントの割合を

加算した割合とし、年７．３パーセントの割

合にあっては当該特例基準割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合（当該加算した割

合が年７．３パーセントの割合を超える場合 

には、年７．３パーセントの割合）とします。

）を乗じて計算した額の延滞金が加算されま

す。この場合における年当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、３６５日当た

りの割合です。なお、延滞金額に１００円未

満の端数があるとき又はその全額が１，００

０円未満であるときは、その端数金額又はそ

の全額を切り捨てます。 
 

  

   附 則 

 この規則は、令和３年１月１日から施行する。 


